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香取慶一
東洋大学 理工学部 建築学科 教授

1. はじめに

　この記事をお読みになっている皆様は、ちょうど1年前
のころは、「中国で何やら怪しげな風邪が流行っているよ
うだな」程度にしか感じていなかったのではないでしょう
か。かく言う私も、その一人でした。まさかそのあとの1
年間で、仕事も生活も価値観も根底から覆されることにな
ろうとは・・・。
　私は、現在の勤務先の大学（以下、本学）で、建築構造・
建築材料の教育・研究を主に行う教員と位置付けられてい
ます。ご多分に漏れず、この1年間は「オンライン授業」
の準備や実施に戸惑い、試行錯誤を繰り返し、そして疲れ
ました。今回、このような記事をしたためる機会に恵まれ
たこともあり、「突然のオンライン授業で香取がどのよう
に考え、行動してきたのか」を“顛末”として書こうと決
めました。今後、また何年かして新しい疫病が流行し、「オ
ンライン授業」や「オンライン講演会」のようなものを再
び余儀なくされるかも知れません。その時の対処の参考に
していただければ幸いです。
　本題に入る前に、前提知識としてご説明申しあげます。
本学は年2学期制で、夏休み前に終わる学期を「春学期」、
夏休み終了後に始まる学期を「秋学期」と通称します。私
は、2020年度春学期（以下、春学期）で以下の学部向けの
授業科目を担当しております。
◦�「建築材料1」（コンクリート・金属・木材といった構造材

料を扱う科目）：学部2年生主対象。毎週金曜日　1時限
目（9時開始）

◦�「建築の形態とちから1」（いわゆる、静定構造力学。静
定構造における支点反力や応力図、静定トラスなどを扱
う科目）：学部1年生主対象。毎週金曜日　2時限目（10
時40分開始）

◦�「構造材料実験」（建築材料および建築構造に関する実験
科目）：学部3年生主対象　毎週金曜日　4時限目と5時
限目（14時50分から18時まで）

　このうち、「構造材料実験」は、後記する2020年4月17
日付けの本学からの告知があった時点で実施不可能と判断
し、春学期は休講としました。よって、この記事では「建

コロナ禍：建築構造材料
オンライン授業　顛末

築の形態とちから1」と「建築材料1」での顛末について述
べたいと思います。
　さて、一般的に、大学の1学期における授業回数は15回
となっています。しかし、（結果として延期になった）東京
オリンピック・パラリンピック大会との関係もあり、本学
では一昨年2019年の段階で「オリンピック開会式前に春学
期授業を終わらせる。すなわち、2020年度春学期は授業
回を12回とし、不足する3回分はレポート課題などに振り
替える」という方針がすでに決まっていました。同様の方
針だった大学は、本学以外にも多かったはずです。

2.  2020年2月：嵐の前の静けさ?

　改めて自分の手帳を見返していますが、2020年2月3日
（月曜日）に、私が所属する学科の「卒業研究最終発表会」
が、予定どおり開かれました。その日の夜に、「打ち上げ」
と称して私の研究室の4年生や他の研究室の女子学生など
を誘って、勤務先に近い駅前の居酒屋で大騒ぎしていたこ
とは、はっきり覚えています。もちろん、全員マスクなど
していませんでした。ところが、2月10日（月曜日）にあ
った学部の入学試験の監督の時に、「マスクの着用が望ま
しい」という連絡が来ました。ここから一気に雲行きが怪
しくなります。この日以降、学内の会議が「対面とオンラ
イン併用」ということになったり、私が担当していた当時
の学部3年生の就職活動に関連する企業の採用担当者との
打ち合わせが大学からの指示で中止になったり、定年退職
をする先生方の退職記念講演会がことごとく中止になった
りと、コロナ禍をはっきり認識するようになりました。市
中でマスクやトイレットペーパーの買い占めが起き始めた
のも、2月の中旬のこのころだったでしょうか。

3.  運命の2月27日：授業運用スケジュールの
　 大混乱の始まり

　あの日は、いつもと同じように大学に朝出勤し、近々始
まるはずだった企業との共同研究のための実験の下準備を
して、19時少し前に退勤したでしょうか。家について、
NHKの21時のニュースを見ましたが、とっさにはそのニ
ュースの意味するところが理解できずにいました。そう、
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当時の安倍晋三首相が政府の「第15回新型コロナウイルス
感染症対策本部」で突如全国の学校に休校を要請した“運
命の2月27日”の出来事です。翌朝には、本学の同僚の教
員や事務関係の職員からのmailが飛び交うようになりま
した。これをもって、本学でも春学期のスケジュールに大
混乱が起き始めます。私の記憶では、以下の3つが大きな
節目でした。
1）� �2020年3月13日：大学側から、「当初予定の4月上旬

の春学期開始を4月20日からに延期する。」との告知
がある。

2）� �2020年4月3日：大学側から、「春学期開始を4月27日
からに延期する。授業回数は12回のままとし、4月中
の授業はオンライン授業での運用とする。大型連休
明けの5月11日から対面授業形式での授業を開始す
る。」との告知がある。

3）� �2020年4月17日：大学側から、「4月中の春学期開始
を断念する。5月11日から開始とし、全授業回をオン
ライン授業での運用とする。授業回数は12回のまま
とする。」との告知がある。

　3月13日の告知とあわせて、「他大学では早々にオンラ
イン授業の実施を決めたところがある。なので、本学でも
オンライン授業があり得るものとして心の準備だけはして
おくように」という内々の情報が回ってきました。その時
点では、「おそらく2～3回分のオンライン授業をやれば、
大型連休明けには対面授業に戻るだろう」とタカをくくっ
ていたのが、正直なところでした。後記する「建築材料1
で木材の内容をこのオンライン授業内ですべてやってしま
おう」と「建築の形態とちから1は対面授業が始まるまで
の間はビデオ講義としよう」を思い立ったのが、この時で
した。よって、4月3日の告知にはさほど驚かされません
でした。
　慌てたのは、4月17日の告知でした。すでにこの時点で、
例年使っている対面授業用の授業資料の焼き直しではオン
ライン授業には対応できず、オンライン授業専用の資料を
一から作り直さなくてはならないことに気づかされていた
ので、「春学期中はこれに忙殺されるのか」と思い、まさ
しく茫然自失といったところでしょうか。ただ、決まって
しまったことは仕方ありません。大学から給料をいただい
ている身なので、方針には従わざるを得ません。まさにこ
の日から、私の苦悩とオンライン授業に向けての悪戦苦闘
が始まることになります。

４．「オンライン授業」の手法について考える

　オンライン授業の実際の手法といっても、各種ありま
す。オンライン授業実施に当たって、本学の教務関係セク
ションから具体的な手法の説明がありました。その内容は

「大学として法人一括契約しているオンライン会議システ
ム（ZOOMやCisco�Webex�Meetingsなどの類）の使用を

推奨する」といったものでした。オンライン会議システム
を使って授業をライブ配信する、というものです。オンラ
イン会議システムなら配信を受け取る学生側から教員に対
してその場で質問もできるので“授業の双方向性”も確保
できる、授業が本来設定されている曜日・時間帯の90分間
に学生を授業に参加させる（拘束する）ことができるので

“授業の質”の確保も可能、という本学の教務関係セクシ
ョンの判断もあったのでしょう。
　ただ、4月上旬の時点で、先行する民間企業各社の在宅
勤務におけるオンライン会議でのトラブル（画像や音声が
細切れになる、通信費用が相当額かかる、共働きでオンラ
イン会議の時間が夫婦で重なり使えない、など）はネット
上などでもすでに知られており、私はこのオンライン会議
システムの利用に強い疑問を感じていました。学生もネッ
ト接続などに手間取るだろうし、150人を超える大学授業
にこの手のオンライン会議システムを対応できているのか
どうか甚だ疑わしい、第一私自身がこの手のオンライン会
議システムを使ったことがない、（後付けの理由になりま
すが）自宅で兄弟姉妹が学校の授業でオンライン会議シス
テムを使うとなった場合に対応できるのか（自宅にパソコ
ンが1台しかない場合どうするのか）・・・。
　そこで、私のオンライン授業実施の一貫した方針とし
て、「オンライン会議システムを使わない」ということに
しました。では、どうするか。思い付いたのが、ライブ形
式ではなくオンデマンド形式、すなわち「いつでも見られ
るオンライン授業」にしようということでした。具体的に
は、「PowerPointで作った授業資料を配布する」方法と、

「学習塾や予備校などで行われているビデオ講義形式とす
る」方法の2つをやってみよう、と考えました。「Power-
Point資料配布」は、文字通り授業用の資料をPowerPoint
で作成し、それを大学の授業支援システムを使って学生に
ネット配信し、自宅のパソコン上で“パラパラ漫画”のご
とく見てもらう、という方法です。一部の国際会議ではす
でに導入されている方法の真似になるのですが、学生に配
布する資料のデータ容量は圧倒的に少なくなりますから、
学生の負担は最小になります。ただし、「パソコン画面に
映し出される資料をただ眺めるだけ」ということになりが
ちで、この点の改善策は何か考えなくてはなりません。
　一方、「ビデオ講義」ですが、これは私が教室で一人で
講義をしている様子をビデオカメラで撮影し（写真1）、そ
の画像をYouTubeにアップロードする、というものです。
YouTubeでの動画のアドレスを、授業支援システムを使
って学生に告知し、学生はYouTubeでビデオ講義を視聴
する、ということになります。今の大学生は当然ながら日
常的にYouTubeには親しんでいますし、ビデオ講義自体
は高校生対象の学習塾や予備校ですでにかなりの使用実績
があります。この方法であれば「好きな時間に視聴できる」
というオンデマンド形式での授業運用にも最適です。一
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方、YouTubeを視聴する際のデータ容量は思いのほか大
きく、定額制のインターネット接続契約をしていない学生
にとっては“財布に響いてくる”方法といえます。
　これらの長所短所を踏まえて、私は以下の3つの方法で
オンライン授業を運用することを決めました。
◦�PowerPointで作った授業資料を配布する。音声などは

付けない。
◦�PowerPointで作った授業資料を配布する。あわせて、

その資料について香取が内容を読み上げたり補足的な
説明を加えたりする音声ファイル（mp3ファイル形式）
を別に作成し、PowerPoint資料と同時に学生に配布す
る。学生は、音声ファイルで香取の説明を聞きながら、
PowerPoint資料を見るように想定される。

◦�YouTubeを使ったビデオ講義を行う。
　なお、PowerPoint資料ですが、データ容量を可能な限
り小さくしたかったため、いわゆるアニメーションの設定
は一切せず、最終的にはPDFファイル形式に変換して配
布しました。また、春学期と同時期に非常勤講師を担当し
た他大学から「配布するPDFファイルは印刷不可能な形
で学生には配布してほしい」（すなわち、学生が必ずノート
に内容を転写することをさせることで、より教育効果を向
上させるという意図もある）という指示を受けていたため、
本学での配布資料も同様に印刷不可能の設定としました。
　ただ、上記の長所短所も、オンライン授業などしたこと
もない香取の独善に過ぎないという危険もあります。資料
作りに並行して、インターネットやテレビ番組から「授業
の作り手が認識すべき、オンライン授業のコツや注意点」
の抽出を図りました。後記する静岡大学の知見も、この段
階で入手できたものです。

5.実際の運用

5.1 「建築の形態とちから1」：ビデオ講義
（1）オンライン授業で計算式の展開をどう伝えるか
　構造力学は、多分に数学的要素が強いことは、皆さんも
ご承知のことと思います。ここ数年、この科目の成績が芳
しくない学生に対して秋学期になってから個人的に話を聞
いてみると、「授業を1回でも休むと、授業内で出てくる

“式の流れ”が理解できなくなる」「先生が板書した式の展
開を詳しく書いてくれないと、そこから先の理解が難し
い」という意見を少なからずもらっています。そのことも
あり、「オンライン授業で、式の展開が不明確になりがち
な資料（言い換えれば、資料の作り手として手を抜きたく
なるような資料）、すなわちPowerPointで作った資料」は、
構造力学が初学となる学部1年生には全く適さないと判断
しました。そこで、前記のとおり3月13日の告知を受け
て、「この科目についてはオンライン授業をビデオ講義形
式で運用しよう」と思い立った次第です。

（2）家庭用ビデオカメラでの30分録画
　さて、そうはいっても、大学の推奨するオンライン授業
とは違う方式をあえて使うわけですから、大学側からのサ
ポートは一切得られません。機材の貸与などの措置も、ビ
デオ録画時のアドバイスなども、全くありません。文字通
り“手探りの状態”から始めることになりました。すなわ
ち、自宅から家庭用ビデオカメラを持ち出し、大学の会議
室のホワイトボードを使ってカメラを前にして自分一人で
淡々と講義を行い、それを録画するという形式でビデオ講
義を行いました。自宅にあったビデオカメラは、我が愚息
の小学校の運動会を撮影するために約10年前に買った
DVD-RAM式のカメラで、100万画素で画面サイズは4：
3、1回の録画が最大で30分までで録画データが独特のフ
ァイル形式という旧式のものであり、いざ録画をしてみる
と室内の蛍光灯を全点灯させても画面が暗く、装着されて
いたビデオライトも光量不足、さらにビデオ本体内蔵のマ
イクで拾える音声も小さいという、まさに「これで本当に
できるのか?」の状態での撮影でした。90分の授業を成立
させるには、単純計算で授業1回当たり3回のビデオ撮影
が必要となりますが、「30分授業を1回録画してその画像
データをパソコン上でmp4データ形式に変換し、その後
にYouTube上にアップロードする」のに都合2時間ほどか
かりました。これを1日当たり3回繰り返すわけですから、
毎週月曜日は事前準備を含めて終日この作業にかかり切り
でした。
　授業の録画の際、原稿のようなものは一切作りませんで
した。例年、この科目では、「指定した教科書とチョーク
だけを手に、頭の中でその日の授業内を組み立て、学生の
反応を見て即座に授業内容や教え方を組み直す」という教
え方をしています。この方法ならば、教える私の方も相当
の緊張感を持っていないと対応できなくなりますし（それ
が一種の快感にもなるのですが）、授業を受ける学生も授
業に集中してくれているという経験もあるからです。今回
のビデオ講義もその方法を踏襲しました。校舎内の会議室
で、教科書とホワイトボード用マーカーを持ち、教員がた
だ一人でビデオカメラに向かいながら授業をしている。し
かも、時折カメラに向かって冗談を飛ばしたり一人で笑い
顔をしたり・・・会議室の外を通る“事情を知らない”人

写真1　ビデオ講義の録画風景
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からしてみれば、“香取は何をやっているのか。あいつは
ついに気でも違ったのか。”と異様に感じたことでしょう。
実際に、校内巡回の守衛さんが撮影中の私をドアのガラス
越しに怪訝な顔で覗いていたことも、ありました。

（3）カメラを止めるな！ 一発撮り
　ところで、「1回の授業にそんな時間をかけるとは、何を
そんな非効率なことをやっているんだ」とお思いの読者の
方もいらっしゃるでしょう。ただ、「授業1回を長時間録
画とはせず、細切れの複数回ビデオで構成するのが良い」
というのは、この手の遠隔教育法の研究や実践に関して一
日の長がある、静岡大学オンライン授業推進室の知見でも
確認されています 1）。実際に視聴した学生からも、「細切
れビデオの方が見ていて集中力が途切れず、適切な時間配
分だった」という好評の方が多く、その意味では「旧式の
ビデオカメラで難渋した」ことが逆に幸いだったと言える
でしょうか。「細切れ複数回ビデオで良い」のとあわせて、

「一度ビデオ録画を始めたら、途中で言葉に詰まろうが板
書で間違えようが教科書を手から落とそうが、録画を止め
ない。間違ったことをしゃべったら、そのあとに訂正すれ
ば良いのであって、撮り直しなどしなくて良い。大学教員
はアナウンサーや役者ではないのだから、ビデオ講義で失
敗するのが当たり前なのであり、何ら気にすることはな
い。」という静岡大学の知見も、私の気を楽にさせてくれ
ました。スイッチオンであとは一発撮り、まさしく、“カ
メラを止めるな!”を地で行くような録画でした。

（4）4K対応最新ビデオカメラ入手！
　どちらかというと、私が心配していたのは、「DVD-RAM
が使えなくなってビデオ講義ができなくなったらどうしよ
うか」という点でした。ビデオカメラ用DVD-RAMは実は
すでに製造中止で新品が入手できず、1枚だけ持っていた
DVD-RAMは何度も使い回した中古品で、実際に5月の末
に一度だけ録画不調を起こしたこともありました。しか
し、渡りに舟とはまさにこのことなのか、はたまた私の日
ごろの行いが相当に良かったからなのか、録画に悪戦苦闘
していた私の姿を見ていてくれた大学職員の方が「最新の
Micro�SDカード式ビデオカメラを実験用の校費で買って
良い」と大学上層部に掛け合ってくださり、新しいビデオ
カメラを買うことができました。S社の最新型ハンディカ
ム!�SDカード対応!!�さらに4K対応ですよ!!!
　これにより、6月第1週からはデータ変換せずに直接
mp4データで録画できるようになり、作業時間は1回の授
業で事前準備を含めて合計3時間ほどとほぼ半減しました。
なにより、録画画質が大幅に向上し、板書内容は細部まで
はっきり見えるようになり、あわせて画面サイズが16:9に
なったため、録画に使えるホワイトボードの範囲が大幅に
広がりました。さらに外付けのピンマイクの購入も許可し
ていただいたため、音声も極めて明瞭に録音されるように
なりました。学生からは、「Yシャツにマイクが擦れる音

まで拾ってしまい、耳障りなこともあった」とまで言われ
るくらいでした。いずれにせよ、これらの点の改善は、学
生からもすこぶる好評で、大学職員の方のご配慮にただた
だ感謝するしかありません。

（5）YouTubeにUPする
　さて、録画した授業をYouTubeにアップロードするわ
けですが、お恥ずかしながら私こと今までYouTubeを視
聴することはあっても、自分の作った動画をアップロード
したことはただの一度もありませんでした。実際やってみ
ると、Googleのアカウントさえあればあとは画面に出て
くる案内にしたがって情報を入力していけばそれで良いの
ですが（案外簡単なことに驚きました）、それでもYou-
Tubeのシステム側で画質変換をするためにアップロード
後すぐに視聴できるわけではない点や、“限定視聴”なる方
法設定（視聴できるURLを視聴してほしい人に個別に告知
する方法。検索エンジンなどでキーワード検索しても
URLは出てこない。）で最低限のセキュリティの確保がで
きる点、視聴した動画に対するコメントを受け付けたり受
け付けなかったりが設定できる点などを初めて知りまし
た。ちなみに、動画の“コメント”は一切受け付けないよ
うに設定しました。おそらく、「こんな稚拙な授業動画な
ら授業料を返せ!!」という書き込みをされるのが必至、と
考えたからです。「動画公開期間」の設定もできますが、
前記したとおり、オンデマンド型にして学生の負担を極力
減らしたいと考えたため、期限設定はしませんでした。と
いうことは、今でも見ることができますが、アドレスの公
開はなにとぞご容赦ください。ビデオ講義は、とても皆様
のご批評に耐えられるものではありませんから。
　このようにして、YouTubeにアップロードして視聴用
URLが確定すると、授業支援システムを使って毎週金曜
日の午前10時40分に、私から学生にURLを伝えます。学
生はそのURLからビデオ講義を視聴する、ということに
なるわけです。

（6）学生の反応は
　授業の双方向性はどうするのか（要は、学生からの質問
はどのように対応するのか）についてですが、授業支援シ
ステム内に「掲示板」機能があるので、学生にはそこに質
問を書き込んでもらい、適宜私がそれに対して回答をす
る、という方法で対応しました。また、この科目では、例
年の授業で「復習テスト」という小テストをほぼ毎回行い、
それを採点しコメントを付けて返却することをしていまし
た。今年は、授業支援システムを使って小テストの問題だ
けを配布し、学生はビデオ講義の視聴後に解答してもらい
後刻に公開する正解解説を見て自己採点する、という方法
にとどめました。学生の“生の解答”“自筆・肉筆の解答”
が見られなかったのは、一点の心残りです。
　最近は、どの大学でも、学生による授業評価アンケート
なるものを実施していると思います。本学でもやっていま
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す。例年ならば、学生が授業を数字で評価するのですが、
今年はオンライン授業ということもあり、「意見の記述」
形式で行われました。本学の高等教育推進センターが実施
した「授業評価アンケート結果」を引用することで、学生
がこの科目でのビデオ講義によるオンライン授業に対して
どう感じたのかを、表1にご紹介します。圧倒的に好評だ
ったことは、大学で初めて学ぶ建築専門教育の授業だった
という点を差し引いても、学生が真に感じたことと受け取
って良いのでしょう。

5.2　建築材料1：3種類の方法の併用
　さて、「建築材料1」のオンライン授業についてです。「建
築材料1」は、前記のとおり「建築における三大構造材料
を扱う授業科目」の位置付けです。私はもともと「鉄筋コ
ンクリート屋」ということもあり、例年は「コンクリート」
の内容から始めています。その後に「木材」「金属」と内容
を続けています。ただ、例年の課題として「いざ授業を始
めてみると、コンクリートに割く時限数が多くなりがち」
があります。私もコンクリートを飯の種にしている教育研
究者の端くれとして、どうしてもコンクリートに対しては

「あれも話したい、これも説明したい」と思うことは当然
で、全15回の授業回うち気が付いてみるとコンクリート
だけで7回ほど回数を割くこともしばしばです。このしわ
寄せがどこに及ぶかというと、木材の内容に行ってしまい
ます。私の属する学科の一つの（受験生向けの）ウリを「木
造建築を総合的に学べる」としている以上、木材に割く時
限数を一定程度確保しなくてはなりません。このことに対
してどう対応するか、しばらく頭を悩ませました。
　4月の中旬になると、大学内の他の教員からオンライン
授業の準備についてのいろいろな話が伝わってくるように
なりました。オンライン会議システムへの不安を抱く教員
は私が思った以上に多く、またオンライン授業に向けての

資料準備にことのほか手間取っている教員からは、「既存
の授業資料を手軽に転用できるPowerPoint資料で当座を
乗り切り、ある程度落ち着いてから次策を考える」という
ような話も聞かれました。そこで、建築材料1では、内容
がほぼ三分割されることもあって前記した「香取の考える
3つの形式のオンライン授業形式を、内容ごとに分けて併
用しよう」と考えました。すなわち、以下の割り振りとし
ました。
◦�木材：PowerPoint資料のみ配布。木材のPowerPoint資

料を、授業支援システムを使って第1回目授業の時にす
べて配布する。

◦�コンクリート：PowerPoint資料+mp3音声ファイル。
全6回で、毎週金曜日の午前9時に授業支援システムを
使って配布する。

◦�金属：YouTubeを使ったビデオ講義。全5回で、毎週
金曜日の午前9時に授業支援システムを使ってYou-
Tube視聴用URLを告知する。

　mp3音声ファイルですが、パソコンに接続できるマイ
クを当時持っておらず、また3月下旬の時点でパソコン用
マイクやヘッドセットの家電量販店での品切れ状態が顕在
化しており、やむなく手持ちのICレコーダを使って音声
を録音しました。ヘッドセットをようやく購入できたのは
7月に入ってからになり、春学期のオンライン授業には間
に合いませんでした。

（1）「木材」：PowerPoint資料のみ配布
　木材用のPowerPoint資料の一例を、表2および写真2
に示します。例年の木材の授業では、特に集成材や合板、
CLTといった新しい木質材料については実物を学生に示
し、それぞれの持つ特徴などを直接実見してもらっていた
のですが、今回はそれができませんでした。ちなみに、木
材の内容のPowerPoint資料の作成には、約2週間かかり
ました。
　2020年5月1日朝9時に、PDFファイルで合計5個、デー
タ容量が合計で3.11MBのPDFファイルを学生に配信しま
した。1回の授業回で木材に関するPowerPoint資料が一
斉に送られてくるのですから、学生側からするとたまった
ものではなかったのかも知れません。しかし、「本来15回
の授業回で行う内容を12回に収めろ」という、大学側から
のある意味ムチャぶりに対応しようとするならば、やはり
どこかにひずみが生じてしまいます。誠に申し訳ないので
すが、「木材」の授業内容にそのひずみをすべて受け持っ
てもらうことにしました。
　学生が「木材」でのオンライン授業に対してどう感じた
のかを、授業評価アンケートの結果を引用することで表3
にご紹介します。他学科所属ながらこの科目を受講してく
れたある学生の回答では、「私が受講した授業のほとんど
が、『木材』と同じくネット上に無音声で静止画的な資料
を挙げているだけだった」と記入してくれていましたが、

・�分からないところや理解しにくい場面は巻き戻しできるため、
ビデオ講義は自分に合っていた。

・ホワイトボードを使って丁寧に分かりやすく教えてもらえた。

・�ホワイトボードに書く際に、色を使ってわかりやすく解説し
たり、間違いやすいところやポイントを繰り返して話したり
していたので、とても理解のしやすい授業だと感じた。

・�動画配信による講義であったため、好きな時間に見られる点。
聞き逃したりしたときに、すぐに動画を巻き戻して見られる
点。この二点のおかげで、勉強効率、時間効率共に高かった。

・�式の展開が完全に追跡でき、内容の理解が進んだ。これは動
画ならではだと思う。

・リアルタイムに質問ができない点は、改善してほしい。

・�学生のことを考えてくれている先生の頑張りは理解できるが、
やはり対面授業の方が良い。

表1　建築の形態とちから1の内容に対する授業評価アンケートの回答（一例）
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本学に限らず他大学のオンライン授業でも、この「木材」
と同じような「無音声で静止画的な資料をネット上に挙げ
て、学生に自習を促す」という形式が主流だったと想像さ
れます。よくよく考えてみれば、学生の反応は当たり前の
ことで、「無音声で静止画的な資料はオンライン授業には
不適」と強く認識しました。

（2） 「コンクリート」：PowerPoint資料と説明用音声の配布
　木材の時とは違い、毎週資料が公開されるので、学生に
とってはノートに書き写す時間は少なくなります。さら
に、「おそらく学生も、音声を聞くことでより深い理解が
できるだろう」という読みを、私は事前にしていました。
コンクリート用のPowerPoint資料の詳細を表4および写
真3に示します。例年の授業で扱う内容は、ほぼ網羅でき
たものと考えています。前記のとおり、毎週月曜日に「建
築の形態とちから1」のビデオ講義録画をしていたため、

大型連休入り直前から毎週火曜日に「コンクリート」の
PowerPoint資料と音声ファイルの作成をしていました。
両作業をあわせて1回あたり3時間から4時間はかかって
いたでしょうか。
　表5に、学生からもらった「授業評価アンケート」の回
答の一例を示します。思い返してみると、40年前に私が
高校生だったころ、アマチュア無線の資格を取るべくモー
ルス信号の通信教育を受けていましたが、「テキストを見
ながらカセットテープから流れるモールス信号を聴く」と
いう勉強法でした。PowerPoint+音声の形式は、それと
何ら変わっていないということに、あとになって気が付き
ました。「音声のちから」というべきか、人間の発する言
語が教育にもたらす威力は絶大である、ということなので
しょう。今後もし再度オンライン授業に携わる機会があっ
たならば、必ず音声付きの手法を採用しようと、心に決め
ました。

（3）「金属」：ビデオ講義
　6月19日の第8回授業回から、鋼鉄を中心とした金属を
扱う授業となりました。このころになると、「建築の形態
とちから1」でのビデオ講義も順調に進み、また前記した
とおり新しいビデオカメラによる録画も始まり、やってい
る私も楽しく、いや快感すら覚えるようになりました。マ
イクを身に着けると歌を歌いたくなってしまう衝動にも駆
られました。古いビデオカメラを使っていたときと同じ
く、授業は1ビデオが30分以内に収まるようにしました。
しかしながら、動画のmp4データ容量は飛躍的に増え、

・�PowerPointの資料をただノートに写すだけに終始してしま
い、授業を受けた気にならない。

・�これでは、写経と何も変わらない。大学の授業ではない。私
は通信制学科に通っているのではない。

・�配布された資料の分量が多すぎて、ノートに写すのが（時間
的に）間に合わない。

・�好きな時に資料を見られるので、ありがたい。

・�データ量が少なく感謝している。学生の置かれたネット環境
の違いに配慮してくれて、ありがたい。

表3　木材の内容に対する授業評価アンケートの回答（一例）

写真2　木材用資料の一例

資料番号 内容 PDFでの
ページ数

PDF
データ容量

����その1 授業のガイダンス、成績評価方法 9ページ 164KB

��その2（1） 植物としての木材の分類、木材の特徴（長所・短所） 14ページ 703KB

��その2（2） 建築材料としての木材の分類、製材とは、製材の強度異方性、製材の狂い、
製材の欠点（節や入り皮といった意味での欠点）、製材の強度 20ページ 834KB

��その2（3） 木質材料、集成材、合板 12ページ 574KB

��その2（4） 木材の熱挙動（火災時を中心として）、蟻害（虫害）、腐朽、含水率と乾燥 17ページ 843KB

表2　木材の授業内容
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合計で3GBを超えることもありました。古いビデオカメ
ラで録画していた「建築の形態とちから1」の前半の授業
回ですでに学生から、「画質を上げてもらえないか」とい
う要望を多く受けていたこともあり、必要以上の画質設定
をビデオカメラにしてしまったようです。ただ、前記した
とおりYouTubeにアップロードした時点で画質が下がり
データ量は減りますから、「データ容量の増大」という点
で学生からクレームが来たことは全くありませんでした。
　録画の作業時間は「建築の形態とちから1」と同じで、1
回の授業回で事前準備を含めて合計3時間ほどで済んでい
ます。
　金属用のビデオ講義資料の詳細を表6および写真4に示
します。前記したとおり、学生はYouTubeなどの動画投

稿サイトに日常的に慣れ親しんでいます。一説には、日常
生活でテレビ番組はほとんど見ずに、その代わりに動画サ
イトの閲覧から生活情報なりニュースなりを得ているの
が、最近の学生でも少なからずいるようです2）。一部の学
生は、高校生の時にすでに前記のようにビデオ講義を経験
しています。以上のことから、「悪評など来るはずがない」
と予想していましたが、実はごく少数ながら改善点という
か要望がありました（表7）。「動画以外に補足資料をPDF
資料として追加配布してほしい」というものでした。学生
の気持ちは十分に理解できます。しかし、当時は時間的余
裕が全くなく、追加的な補足資料には思いも致さなかった
というのが、正直なところです。時間的にやや余裕がで
き、やり方も慣れてきた今の時点なら、どう対応する
か・・・おそらく補足資料は作らないでしょう。ビデオ講
義の録画だけで気持ちの面で満足してしまっているからだ
と思います。
　感心したのは、中国からの留学生による以下の回答でし
た。
◦�YouTubeなら、先生の話す日本語を中国語に翻訳して

パソコン画面上に文字表示できる。これで、日本語の
勉強にもなる。

授業日 内容 PDFでの
ページ数

PDF
データ容量

mp3音声
データ容量

2020/5/8 コンクリートとは、ポルトランドセメント 14ページ 5.37MB 4.44MB

2020/5/15 ポルトランドセメントの詳細、セメントコンクリートの固化（硬化）の
原理、固化（硬化）によって現れる諸性質 20ページ 1.24MB 10.8MB

2020/5/22 骨材を混入する意味、骨材の区分、骨材に求められる条件 18ページ 952KB 10.2MB

2020/5/29 コンクリートの練混ぜに使う水、混和剤・混和材、コンクリートの調配
合の実際 19ページ 1.15MB 13.72MB

2020/6/5 水セメント比、コンクリートの品質検査、固化（硬化）したコンクリー
トの力学的性質 26ページ 802KB 11.33MB

2020/6/12 コンクリートの耐火性、コンクリートの耐久性、高強度コンクリート 15ページ 878KB 11.68MB

表4　コンクリートの授業内容

写真3　コンクリート用資料の一例

・�PowerPoint資料だけの時とは、格段に理解が進んだ。

・�YouTubeによるビデオ講義とほぼ同等の授業の質だったと思
う。

・�YouTubeによるビデオ講義よりも、PowerPoint+音声の形式
の方が自分の好みに合っている。

・�先生の声が聞かれるのが、とても良かったです。先生の話し
方が好きです。（香取注：女子学生2名からこのような好評
をもらいました。うれしいです。笑）

・�YouTubeビデオ講義が良すぎて、PowerPoint+音声の形式で
も物足りなく感じた。

・�音声を聞きながら資料をノートに書き写す時、いったん音声
を止めなくてはならず、作業が煩わしかった。

表5　コンクリートの内容に対する授業評価アンケートの回答（一例）
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　一方、YouTubeはGoogle社のサービスであるため、コ
ロナ禍直前に母国の中国に一時帰国したまま日本に戻って
こられない学生からは、次のような批判も受けました。
◦�中国では、本学の授業支援システム経由の情報なら閲覧

できるが、Google社のサービスが遮断されているため、
YouTubeが見られない注1）、注2）。

　一部、対面授業を渇望する学生の「悲鳴」にも似た意見
を見るにつけ、「ビデオ講義をやって良かった」という考
えを、さらに強くした次第です。

6.成績評価のための試験

　オンラインで授業を行う以上は、成績評価のための試験
もオンラインでしなくてはなりません。私が問題視したの
は「数式の理解が必要な内容を、どのような方法で確認す
るか」と「授業中に描いた絵図がどこまで理解できている
かをどのように確認するか」です。例えば、木材ならば

「含水率の計算」の時の分母は「木材の絶乾時重量」なのか
「含水時重量」なのか、鋼材のσ－ε関係を正確に理解で
きているか」といったような点でしょうか。そこで、成績
評価用の試験の解答は、「択一式」と「パソコンでできる作
文程度の記述式」に「数式や絵図を手書きさせて、それを
ディジタルカメラなどで撮影しその画像データを提出させ
る方法」の3種を併用する形式としました。解答の提出は、
授業支援システム内の「小テスト」機能を使いました。こ
れで無駄な時間を省略でき、手早く採点できる・・・と踏
んだ私は、愚かでした。結局150人×2科目（建築材料1・
建築の形態とちから1とも、150人超の学生が受講）の解
答用紙をパソコン画面で確認する作業は、老眼の進んだ私
には酷以外の何物でもなく、採点が始まってから極度の眼
精疲労が進行し、夕方になると目が霞んでパソコンの画面
がほとんど見えなくなり、とうとう我慢できずに大学近く
の眼科医院に駆け込んでしまいました。この原稿をしたた
めている2020年11月になっても、眼科医院からもらった
点眼薬が手放せずにいます。
　ちなみに、学生の試験成績は例年よりも良好で、単位が
取れなかった学生は例年のほぼ4分の1程度に減りました。

7.自画自賛：オンライン授業は成功した

　授業評価アンケートで「学生から授業の内容を数字で評
価されることに納得がいかない」と考える教育関係者の方
は、少なからずいるのではないでしょうか。かくいう私も
その一人で、私は数字による評価よりも、学生による自由
記述回答にこそ考慮すべき点があると考えています。で、
今回の2科目の授業評価アンケートでは、圧倒的に好評が
多く寄せられました。多大な時間を割いた私の苦労を汲ん

授業日 内容 動画本数 mp4データ容量

2020/6/19 ビデオ講義形式を始めるにあたって、鋼鉄の概要、鋼鉄の長短所、鋼鉄の製造法、
鋼鉄の炭素含有率と鋼材の用途 3本 3.24GB

2020/6/26 鋼鉄の力学的性質、日本産業規格(JIS)における鋼鉄の表記方法 3本 3.18GB

2020/7/3 鋼鉄の高温下および低温下の力学的性質および疲労、鋼鉄のうちステンレス 2本 2.37GB

2020/7/10 鋼鉄以外の金属の力学的性質、明確な降伏点を示さない金属の降伏強さの求め方 2本 2.10GB

2020/7/17 今までの授業の補足 1本 1.01GB

表6　金属の授業内容

・�動画配信は、対面授業にほぼ同等の内容となり、やはり一番
しっくりきた。どのような先生が教えてくれているか、相手
の顔などを見ながら授業を受けられる点が、一番やりやすか
った。

・�先生の姿とホワイトボードが一緒に見られるので、内容が読
み取りやすかった。

・�オンライン授業をやるにあたり、授業形式を変えるなど色々
と試行錯誤して下さり、とても分かりやすかった。個人的に
はYouTubeが一番良かった。

・�「ビデオ講義」≥「PDF+音声」>「PDFのみ」の順番で学びや
すかった。

・�対面授業が恋しくなった。早く対面授業を復活させてほしい。

・�秋学期もオンライン授業になるならば、15回の半分でも良
いから対面形式でやってほしい。学部2年生は、建築の専門
教育が本格的に始まる時期だが、このままでは授業で重要な
話を先生から直接聞くことなく1年が終わってしまう。

・�ビデオの配信だけになり、PDF資料などが添付されなくなっ
たため、その部分では少し分かりにくかった。動画以外に、
授業内容の参考になる補足資料もあるはずで、それらについ
てもあわせて配布してほしい。

表7　金属の内容に対する授業評価アンケートの回答（一例）

写真4　金属ビデオ講義の一例
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でくれているような回答もあり、お恥ずかしながら心にグ
ッと来たものもあります。「私なりに考えたオンライン授
業は、一応は成功したのだろう」と結論付けています。た
だ、対面授業に対する学生からの強い要望も受け取ったの
で、秋学期に担当する科目のうち私が主要な科目と位置付
けている2科目（後記します）は、是が非でも対面授業形
式としたいと決心し、8月上旬に本学の教務セクションに
申し出ました。

8.さて秋学期：対面授業は始まったが・・・
   衝撃の結末

　秋学期は、2020年9月25日から始まりました。結果か
ら言うと、教室の三密回避ができないという理由から、「完
全対面授業開始は不可能」となり、「対面で授業をしたい
場合は、例えば受講学生を半分程度に抑えるよう配慮して
ほしい」ということになりました。どうやるのか。一例と
して、「学生を2分割し、ある授業回は半分の学生は登校
して対面で参加、残りの学生には授業をビデオ録画した動
画を配信して、学生はそれを視聴する。翌週の授業では、
対面と動画視聴の学生を入れ替える」という「対面オンラ
インハイブリッド型授業」が考えられます。で、私は秋学
期に主に以下の2科目を担当しますが、両科目ともその方
法を採用しました
◦�「鉄筋コンクリート構造」（文字通りの内容：学部2年生

主対象。毎週月曜日　3時限目）
◦�「建築材料2」（内外装材や屋根材などの非構造材料を扱

う科目：学部2年生主対象。毎週月曜日　5時限目）
　大学側からは、「事情があって15回の全授業回をオンラ
インで受けたいと申し出た場合は、それに配慮すること」
という指示が来たため、前記の学生2分割法は“あくまで
原則であり、事情があれば従わなくて良い”旨を学生に周
知しました。実際、「身内に医療関係者がいて、家庭内ク
ラスターを起こしたくないので、全回オンラインで受けた
い」と申し出た学生がいました。そうなれば、了承せざる
を得ません。“原則・・・”この言葉が、のちに衝撃の結
末を招くことになります。
　私の属する学科は、「専任教員が総力を挙げて建築設計
製図教育に関与する」という方針を、以前から貫いていま
す。構造材料系の教員たる私も、実は秋学期の火曜日に

「建築設計製図2」という科目を他の教員と共同で受け持っ
ており、2年生相手に意匠設計の教育指導を行っています。
で、この秋学期はこの科目もオンラインでの運用となりま
したが、「学生は設計エスキス案をPDFファイル化して前
日の月曜日までに授業支援システム上にアップロードして
おくように」ということで運用しています。
　ここまで書けば、“衝撃の結末”が何なのか、お読みの皆
様はお分かりのことでしょう。「“原則”は原則なのであっ
て、“絶対”ではない。建築設計製図2のエスキス案作成に

手間取って登校する時間がないので登校せずにオンライン
で授業を受けることも容認されるはずだ」と学生は考えた
ようで、写真5に示すように、対面授業に学生はほとんど
来てくれません。かといって、今さら授業運用の方針を変
えることもできません。教室に備えられたビデオカメラの
前で、「教室内にさも多くの学生がいるような雰囲気を出
して」授業をする・・・私は何をやっているのでしょうか。
学生が見せたあの「対面授業」に対する渇望は何だったの
か・・・春学期とは別の意味での「強い疲労感」を感じる
秋学期の毎週月曜日は、皆様がこの記事を読むころには終
わっていることと思います。

　長文駄文、失礼いたしました。お読みいただき、ありが
とうございます。

謝辞
授業評価アンケート結果の使用をご許可くださった、東洋
大学高等教育推進センターの各位に感謝申しあげます。

＜プロフィール＞
東洋大学�理工学部�建築学科�教授
専門分野：建築構造（鉄筋コンクリート構造）・建築材料
最近の研究テーマ：長期応力下でのコンクリート用あと施工アンカーの構造性能
の解明・コンクリートの表面粗さの定量的評価・石こうボード用あと施工アンカー
の強度評価

1）�静岡大学オンライン授業推進室：2020年度在宅授業－教員向け
情報　https://wwp.shizuoka.ac.jp/online-education/2020-nen-
do-zaitaku-jugyo-kyoin-muke-joho/（2020年11月5日現在閲覧
可能）

2）�例えば，重森万紀：テレビとネット動画　人々はどう使い分けて
いるか　～動画利用の実態と今後～，NHK技研�R&D，No.158，
pp.14-27，2016.8

参考文献

注1）当時，通信逼迫に対応するため，授業支援システム経由で配布
できるデータファイルの容量が50MB以下に制限されており，
動画mp4ファイルを授業支援システム経由で配布することは不
可能でした。

注2）中国本土でもYouTubeを視聴する裏技的なテクニックがあるよ
うで，実際本学の他の学部でのYouTubeビデオ講義を中国本
土にいた学生は問題なく視聴できたそうです。

写真5　秋学期の授業風景
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最近のトピック 大学時代の住まいからその距離わずか 50m。
道路向かいのマンションへ引越しました。面する道路は車の
往来が激しく、その音に悩まされていました。学業不振もき
っとそのせいでしょう。引越先のマンションは防音合わせガ
ラス仕様。睡眠学習がはかどります。メーカーさんの企業努
力と、私たちの試験や認証がより良い暮らしに貢献している
と実感する今日この頃。

業務について JIS 認証課では、産業標準化法に基づく登録認
証機関として JIS マーク表示の認証を行っています。そのな
かで私は事務局として、審査工程（行程）の管理、審査前後
のサポートを行っています。審査を受審する事業者はもちろ
ん、契約関係にある外部審査員とも、コロナ渦でも密に連絡
を取り、審査が円滑に進むよう努めています。最近では、運
営上やシステム上の課題の改善にも取り組んでいます。具体
的には、内部審査員（審査員資格を持つ JTCCM 職員）が審
査に参加しやすい環境を整備するため、他部署等と連携して
システム構築を進めています。
最後に一言 JIS 認証審査員は、経験の有無や性別に関係な

く活躍でき、社会基盤整備へ携わることができます。現在職
員の方も、資格要件等が揃えば審査員として登録し、経験を
積むことが可能です。興味をお持ちの方は、随時開催予定の
審査員説明会・セミナーへご参加ください。

JIS認証を通じより良い住生活へ貢献
─私たちの仕事が生み出す静寂なひととき

担当者紹介

最近のトピック 最近は、コロナ禍でおうち時間が増えたので、
周りの人たちはどのように過ごしているのかとても気になり
ます。友達とのオンライン飲み会でもそのような話になるの
ですが、私は炬燵でアイスを食べながら、43 インチの液晶
に映るマツコ DX に手を振って過ごしています。

業務について そんな私ですが現在は防耐火グループに所属
し、主に壁紙等における内装材の燃焼試験を行っています。
試験に必要な資格取得もひと段落したので、今後は試験の技
術や知識をより一層深めていこうと考えています。特に最近
では、壁や防火設備などの防火構造・防火設備の試験も行っ
ています。防耐火グループにはプロフェッショナルな職員が
多く在籍しており、少しでも技術を盗むために悪戦苦闘して
います。できるだけ多くの経験を積んで様々な場面に対応で
きるよう努めて参ります。
最後に一言 社会人になってから時が経つのは本当に早い

なと感じることが多くなり、たまには実家に帰って親孝行な
どをしなければと、常々思っています。防火材料系の試験、
防火構造系の試験、どちらでも見かけることがあるかと思い
ますが、やる気だけはあるのでこれからも頑張っていきます。
今後とも何卒よろしくお願いいたします。

『プロフェッショナル』を目指して、防火系の試験を行っています

総合試験ユニット 中央試験所 防耐火グループ
大塚一輝

〒340-0003
埼玉県草加市稲荷5-21-20
TEL：048-935-1995
FAX：048-931-8684

認証ユニット 製品認証本部 JIS認証課
松山航平

〒103-0012
東京都中央区日本橋堀留町 1-10-15 JL 日本橋ビル 8F 
TEL：03-3808-1124
FAX：03-3808-1128
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t e c h n i c a l  r e p o r t技術
レポート

1. はじめに

　建築構造部材の耐火性については、加熱炉を用いた耐火
試験による検証が広く行われている。一方、建築物全体の
耐火性の検証方法としては、火災時における経時的変形挙
動を構造部材の応力－ひずみ関係や部材間の変位つり合い
式に基づき数値的に算出する熱応力解析が有効である。こ
のような熱応力解析をコンクリート系建築物について行う
場合、コンクリートの高温時応力－ひずみ関係の数式化が
必要となる。既往の研究において、高温時応力－ひずみ関
係の数式化はユーロコード1）で規定された数式に基づき行
われることが多い。その際、応力－ひずみ関係を精度よく
近似するためには、曲がり具合を表す特性値（以下、「形状
係数」）を適切に設定することが重要となる。形状係数に
ついては、明瞭な温度依存性を有することが既往の研究に
おいて報告されているが 2）、コンクリートの調合や養生条
件の違いが及ぼす影響について検討した研究は見当たらな
い。
　以上より、本研究では、水セメント比が40～65%の養
生条件が異なるコンクリートについて、常温から800℃ま
でにおける形状係数を算出し、考察を行った。

2. 応力－ひずみ関係の計測

　本研究では、まず、コンクリート試験体の高温時応力－
ひずみ関係を、定常温度圧縮実験により計測した。実験の
パラメータは、試験体の水セメント比および養生条件とし
た。実験条件、試験体の使用材料、調合および養生方法
を、表1～表3および図1に示す。試験体の寸法は、電気
炉を用いて加熱する際に内部温度が均一になり、かつ直径
が粗骨材の最大寸法の3倍以上となるように考慮し、直径
75mm、高さ150mmとした。実験では、試験体を常温か
ら設定温度まで1.5℃/分の速度で加熱した。そして、試
験体内部温度を均一化するため、90分間の温度保持を行
った後、9.8kN/分の速度で載荷を開始し、試験体が破壊

するまで載荷荷重と試験体の上・下端部間の鉛直相対変位
を測定した。実験装置を図2、実験により得られた応力－
ひずみ関係を図3に示す。

コンクリートの高温時応力－ひずみ
関係における形状係数に関する考察

コンクリート材料の高温時特性の解明に向けた検討

表1　実験条件

試験体
設定温度：試験体数

W/C 養生条件 記号

65%
気乾 65A

常温：5体

100℃, 200℃,300℃,
400℃, 500℃, 600℃,
700℃, 800℃：各1体

絶乾 65D
封かん 65S

50%
気乾 50A
絶乾 50D

40%
気乾 40A
絶乾 40D

表2　試験体の使用材料

セメント 普通ポルトランドセメント
密度：3.16 g/cm3

粗骨材
東京都青梅市産砕石(硬質砂岩)
表乾密度：2.65 g/cm3,吸水率：0.60%
最大寸法：20 mm,実積率：63.5%

細骨材 静岡県掛川市産陸砂
表乾密度：2.58 g/cm3,吸水率：1.91%

化学混和剤 AE減水剤

表3　試験体の調合

水
セ
メ
ン
ト
比 

調　合

細
骨
材
率

単位量（kg/m3） 混
和
剤
使
用
量

水
セ
メ
ン
ト

細
骨
材

粗
骨
材

（%） （%） （C*×%）
65 47.0 176 271 841 973 0.25
50 45.0 176 352 777 973 0.25
40 42.6 176 440 704 973 0.25

* Cはセメントの単位量を表す。



13建材試験情報 2021 1・2月号

t e c h n i c a l  r e p o r t

T
O

P
IC

S

0

10

20

30

40

50

60

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

応
力
(N
/m
m
2 )

ひずみ(%)

実験

近似

常温
200℃

400℃

600℃

800℃

図3（d）　応力－ひずみ関係（試験体50D）
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図3（c）　応力－ひずみ関係（試験体50A）
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図3（a）　応力－ひずみ関係（試験体40A）

0

10

20

30

40

50

60

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

応
力
(N
/m
m
2 )

ひずみ(%)

実験

近似

常温

200℃

400℃

600℃

800℃

図3（b）　応力－ひずみ関係（試験体40D）

図2　実験装置の外観

油圧ジャッキ

加力鋼材

試験体

電気炉

上側変位計

ロードセル反力フレーム

下側変位計

図1　試験体の養生工程

試験体打設

実験実施
（材齢205～464日）

実験実施
（材齢205～464日）

* 標準水中養生後、樹脂製フィ
ルム・袋で封かんした状態で養
生を実施。

乾燥機内で事前乾燥
（105℃で2週間）

デシケータ内で冷却
（1～5日間）

実験実施
（材齢205～464日）

標準水中養生（材齢1～28 日）

封かん試験体 気乾試験体 絶乾試験体

封かん養生*
（材齢28日～実験実施）

気中養生
（材齢28日～実験実施）

気中養生
（材齢28日～事前乾燥開始）

養生室内(20℃、60%R.H.)で実施
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　ユーロコード1）におけるコンクリートの高温時応力－ひ
ずみ関係は、Popovicsによる常温時応力－ひずみ関係の
提案式3）に基づき、下式で表される。

（　　　　　　）（　　）
nε

εc1,θεc1,θ　n－1+
　σ＝� （1）

n･ε･�fc,θ

　　　σ：応力，　　　fc,θ：θ℃における圧縮強度，
　　　ε：ひずみ，
　　　εc1,θ：θ℃における圧縮強度時ひずみ，
　　　�n：形状係数=3

　本研究では、2章の実験で得られた応力－ひずみ関係を
式（1）で近似した。近似は圧縮強度までの応力－ひずみ関
係を対象とし、式（1）に各実験で得られた圧縮強度と圧縮
強度時ひずみを代入した状態で最小二乗法により回帰を行
うことで、nを決定した。なお、nが大きくなるほど圧縮
強度までの応力－ひずみ関係は直線的な形状になるが、30
を超えると形状に大きな違いは生じないため（図4）、算出
したnが30を超える場合はn=30とした。

４．形状係数に関する考察

4.1　実験条件の影響
　図5に形状係数nの算出結果と温度の関係を示す。試験
体毎のばらつきはあるが、概ね、nは温度上昇に伴い低下
する傾向がみられた。これは、高温になるほどコンクリー
ト内部のひび割れなどの影響により応力ひずみに占める塑
性ひずみの割合が増大し、応力－ひずみ関係が非線形化す
るためと考えられる。同様の傾向は、既往の研究2）でもみ
られるが、同研究で報告されている600℃付近での形状係
数の増加は、本研究では確認できなかった。
　300℃以下では、水セメント比が小さいほどnは大きく
なる傾向がみられた。これは、強度が高い試験体は、応力
－ひずみ関係が直線的な勾配を保ったまま、破壊に至った
ためである（図3）。また、同じ水セメント比でも、養生条
件が異なるとnに差がみられたが、明確な傾向は得られな
かった。一方、400℃以上では、水セメント比や養生条件
による影響はみられなかった。�
　なお、本研究の算出値は、ユーロコード1）で規定されて
いるn=3に対し、300℃以下では大きくなる傾向が見られ、
その傾向は水セメント比が小さい試験体ほどより顕著に表
れたが、400℃以上では概ね一致した。
4.2　圧縮強度との関係
　Popovicsは、常温時におけるコンクリートの応力－ひ
ずみ関係において、nを下式で表している3）。

３．応力－ひずみ関係の数式化
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図3（f）　応力－ひずみ関係（試験体65D）
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図3（g）　応力－ひずみ関係（試験体65S）
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図4　式（1）による応力－ひずみ関係
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図3（e）　応力－ひずみ関係（試験体65A）
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　n＝0.4×10-3×fc.θ×145+1.0� （2）

　図6に、本研究の形状係数nと各温度における圧縮強度
の関係を示す。本研究においても、Popovicsの研究と同
様に、圧縮強度が大きくなるほどnが増加する傾向が見ら
れたが、圧縮強度が30N/mm2以上の範囲では、本研究の
結果は式（2）の算出値よりも大きくなった。本研究で使用
した試験機は高温時の圧縮実験を主目的として設計されて
いるため、剛性が比較的低く、載荷荷重が大きくなる常温
時の実験などにおいては、一般的な圧縮試験機よりも圧縮
強度近辺で接線勾配が低下する挙動を捉えにくい。その結
果、本研究の算出値は式（2）よりも大きくなったと考えら
れる。本研究では、nを下式で近似した。

　n＝0.184×e0.098�fc.θ+0.816� （3）

　図3に式（3）のnを用いて、式（1）から算出した応力－
ひずみ関係と実験結果の比較を示す。算出結果は圧縮強度
までの実験結果を概ね近似できた。

５．まとめ

　本研究では、800℃までの定常温度圧縮実験により計測
した高温時応力－ひずみ関係における形状係数nについて
考察を行い、以下の知見を得た。
1）nは温度上昇に伴い低下する傾向がみられた。
2）�400℃以上では、水セメント比や養生条件によるnへの

影響は見られなかった。
3）�400℃以上ではユーロコードで規定されているn（=3）と

概ね一致した。
4）圧縮強度が大きくなるほど、nは増加する傾向にあった。
5）�nは圧縮試験機の剛性の影響を強く受けると考えられ

る。
6）�nを指数関数で表すことにより、圧縮強度までの高温時

応力－ひずみ関係を概ね近似できた。
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図6　形状係数nと圧縮強度の関係
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図5（a）　形状係数nと温度の関係（W/C=40%）
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図5（b）　形状係数nと温度の関係（W/C=50%）
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図5（c）　形状係数nと温度の関係（W/C=65%）

総合試験ユニット 性能評価本部 
性能評定課 主査

＜従事する業務＞
建築基準法に基づく構造方法等の認定に係る
性能評価業務

山下平祐
 a u t h o r

1）Eurocode2, Design of concrete structures, Part 1-2:General 
rules-structural fire design, The European Standard EN1992-
1-2, 2004

2）森田, シュナイダー, フランセン : 高温時におけるコンクリー
トの機械的性質のモデル化, 平成9年度日本火災学会研究発表
会概要集, pp.106-109, 1997

3）S.Popovics : A Numerical Approach to the Complete Stress-
Strain Curve of Concrete, Cement and concrete research, 
Vol.3, pp.583-599, 1973

参考文献

式（3）

式（2）
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JIS A 8651「パイプサポート」の
圧縮強度試験

性能試験を活用した品質管理への取り組み

試験報告

1.試験内容

　株式会社ツルシン産業から提出された「パイプサポート」
について、圧縮試験を行った。

2.試験体

　試験体は、使用長が1尺から9尺までのパイプサポート
である。試験体一覧を表1に，試験体の一例を写真1～写
真3に示す。

3.試験方法

　試験は、JIS A 8651「パイプサポート」に準じて行った。
試験実施状況を写真4及び写真5に示す。

4.試験結果

　試験の結果、ナイフエッジ押し及び平押しの全ての試験

体において、JIS A 8651「パイプサポート」に規定される
強度の値を上まわることが確認された。

5.試験日、担当者及び場所

期　間　　2019年7月8日～7月10日
担当者　　小森谷誠（主担当）
　　　　　早崎洋一
　　　　　品末竹彦
場　所　　 西日本試験所

　本稿では、株式会社ツルシン産業から依頼された「パイ
プサポート」の圧縮強度試験を紹介します。パイプサポー
トは、一般的に建築や土木分野のコンクリート工事の際に、
主として型枠支保工として用いられる仮設機材です。また、
その性能は労働安全衛生法第四十二条の規定に基づき、厚
生労働大臣が定める規格値を満足する必要があります。こ
れは、労働安全の観点から、該当製品が落下や転倒など、
危険を伴う作業に使用される場合、定められた規格または、
安全装置を具備しなければ、譲渡や貸与、設置を禁止する
ものです。そのため、製品の供給者は、その性能を把握し、
安全性を確認することが非常に重要となります。
　本試験は、自社製品の性能把握及び品質管理の一環とし
て、ご依頼頂きました。パイプサポートの性能を確認する
方法としては、主に日本産業規格（JIS A 8651「パイプサ

ポート」）と一般社団法人仮設工業会発行の「仮設機材認定
基準とその解説（厚生労働大臣が定める規格と認定基準）」
が挙げられ、今回は日本産業規格に基づいた試験を実施し
ました。
　試験は、1尺（最大使用長450mm）～9尺（最大使用長
3950mm）のパイプサポートに対して、両端ナイフエッジ
による圧縮試験と両端平押しによる圧縮試験を実施し、荷
重の測定と破壊状況の確認を行いました。
　試験の結果、計測した最大荷重は、全ての試験体におい
て日本産業規格に定められた強度値を上まわることが確認
されました。この度の試験結果は、社内の品質管理及び一
般社団法人仮設工業会様が実施する仮設機材の認定取得の
資料として、ご活用いただく予定です。

c o m m e n t

西日本試験所では、多くの試験装置を保有し、様々な部材や形状の試
験体に対して、日本産業規格や各団体規格の試験を実施することが可
能です。特に仮設機材の試験は、仮設機材認定基準に基づいた、性
能の確認試験を多くご依頼いただきます。また、品質管理や新規製品
開発に関する各種試験をご検討の際には、ぜひ活用して頂ければ幸い
です。

information
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西日本試験所 試験課
TEL：0836-72-1223　FAX：0836-72-1960

【お問い合わせ先】

 a u t h o r  f o r  c o m m e n t
総合試験ユニット 西日本試験所 試験課 主任
＜従事する業務＞
構造試験、防耐火構造試験

小森谷 誠

※この欄で掲載する報告書は依頼者の了解を得たものです（抜粋・編集して掲載）。

試験体
最大

使用長
（mm）

圧縮方法 体数
（体）

1尺 450
ナイフエッジ押し 5

平押し 5

1.5尺 610
ナイフエッジ押し 5

平押し 5

2尺 945
ナイフエッジ押し 5

平押し 5

3尺 1485
ナイフエッジ押し 5

平押し 5

4尺 2030
ナイフエッジ押し 5

平押し 5

5尺 2575
ナイフエッジ押し 5

平押し 5

6尺 3075
ナイフエッジ押し 5

平押し 5

7尺 3450
ナイフエッジ押し 5

平押し 5

9尺 3950
ナイフエッジ押し 5

平押し 5

一般社団法人仮設工業会：第8版 仮設機材認定基準とその解説
（厚生労働大臣が定める規格と認定基準），2018

参考文献

写真4　試験体：1.5尺　ナイフエッジ押し

表1　試験体一覧

写真5　試験体：1.5尺　平押し

写真2　試験体：4尺　平押し

写真1　試験体：1尺　ナイフエッジ押し

写真3　試験体：9尺　ナイフエッジ押し

荷重 P 荷重 P

加力用治具
加力用治具

支持用治具

最大使用長

心金及び
ナイフエッジ

心金及び
ナイフエッジ

ナイフエッジ受け座

ナイフエッジ受け座

最大使用長
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紹介

カラーメーター
色を数値化する

１．はじめに

　突然ですが、建材試験センターのシンボルマークをご存
じでしょうか。ご存じでない方は、この機会に覚えていた
だけますと大変嬉しく思います。
　さて、図1に示す建材試験センターのシンボルマークで
すが、何色に見えたでしょうか。また、感じた色を他人に
伝えるとき、何色と伝えますか？
　「十人十色」という四字熟語があります。同じ色でも「青
色」と感じる人や「水色」と感じる人がいるように、見え
方や感じ方も人によって異なっているのかもしれません。
人間は、光が当たった物体からの反射光（または透過光）
を眼で受け、眼球上の網膜に像を結び、視細胞で像光を電
信号に変換したのち、視神経で信号を脳に伝達し、色感覚
として感じとり、色として判断しています。そのため、質
感や照明の違いなどの様々な条件が加われば、人の視感は
さらに影響を受けると考えられます。よって、人間が色を
記憶し、具体的に表現し、他人に正確に伝達することが難
しいということは言うまでもありません。
　建築分野でも同様に、色の見え方や感じ方には個人差が
あると考えられ、様々な影響を受ける人間の視感を正しく
把握し、評価することが極めて重要となります。本稿で紹
介させていただくカラーメーターは、個人差なく色を数値
化し、評価することが可能な試験機です。

２．概要

　本試験機は、JIS Z 8722（色の測定方法－反射及び透過
物体色）に規定されている第1種分光測光器です（写真1参
照）。測定方法と幾何条件の関係を表1に示します。なお、
本試験機では、反射測定の場合は幾何条件cの測定、透過
測定の場合は幾何条件eの測定が可能です。
　また、正反射光とは一般的に「つや」と呼ばれ、同じ色
を持った物体でも、表面の状態の違いによって色の見え方
が異なります。これは、表面の光沢の違いによって拡散光
の強さが違うためです。本試験機のような積分球方式の測
色計では、正反射光を「含む」「含まない」の切換えを行う
ことにより、正反射光の強さの違いによる色の違いを評価
することが可能です1）。

３．主な仕様

　本試験機の主な仕様を表2に示します。回折格子を用い
た5nm間隔で分光反射率（透過率）を測定する分光測光器
であり、A・C・D65光源と蛍光灯F6・F8・F10・F11光源に
よる2度視野及び10度視野における測定が可能です。2度
視野は観測者が50cmの位置で直径1.7cmの試料を観察し
色を判定する場合（約1～4度の視野）、10度視野は同じ距
離で8.8cmの試料を観察する場合（4度を超える視野）で、
規格や試験方法に応じて用いられています。

4. 主な関連規格

　カラーメーターの主な関連規格を表3に示します。

図1　建材試験センターのシンボルマーク

写真1　カラーメーター（本体）
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5. おわりに

　西日本試験所では、本試験機の他にもJIS Z 8722の幾何
条件aに準拠した測色計も所有しております。また、キセ
ノンアークランプ試験機、オープンフレームカーボンアー
ク試験機や紫外線フェードメーターなど、測色に関わる各
種耐候（光）性試験機も豊富に取り揃えております。皆様
のご利用を心よりお待ちしております。

西日本試験所 試験課
TEL：0836-72-1223　FAX：0836-72-1960

【お問い合わせ先】

総合試験ユニット 西日本試験所 試験課 主査

＜従事する業務＞
各種材料試験
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参考文献

型式 SC-P

光学条件
反射測定 拡散照明・8°受光（de:8°とdi:8°の切替測定）　［JIS Z 8722の幾何条件cに準拠］
透過測定 0°照明・0°受光　［JIS Z 8722の幾何条件eに準拠］

分光方式 反射形回折格子

測定波長範囲 380～780nm   5nm間隔
受光素子 MOSイメージセンサ
測光方式 2光路自動補償方式
測定孔径 反射：φ30mm，15mm，5mm　　　透過：φ30mm
測色条件 A・C・D65光源と蛍光灯F6・F8・F10・F11光源における2度視野及び10度視野

光源 12V 50W ハロゲンランプ

測定項目
分光反射率，分光透過率，XYZ，XyY，L*a*B*・L*u*v*・ハンター表色系（および各色度図・偏色判定図），アダム
ス・ニッカーソン表色系，色差式（⊿Ecmc，⊿E94，⊿E00，⊿E*uv，⊿E*ab，⊿EH，Lsd，⊿EAN），色の三属性（マ
ンセル値），JIS染色堅ろう度等級，Dx，B*，⊿Dx，⊿B*，⊿DH，⊿DB，⊿E**，条件等色指数（メタメリズム），
白色度，黄色度，黄変度，濃度（OD），ハーゼン単位色数（APHA）

寸法 約幅275mm×奥行425mm×高さ230mm
※本体のみ，PC部を除く

表2　カラーメーターの仕様

規格番号 規格名称
JIS A 5422 窯業系サイディング

JIS K 7373 プラスチック-黄色度及び黄変度の求め方
JIS Z 8105 色に関する用語

JIS Z 8701 色の表示方法-XYZ表色系及びX10Y10Z10表色系

JIS Z 8722 色の測定方法-反射及び透過物体色

表3　主な関連規格

測定方法 反射測定 透過測定

光学条件 45°照明
0°受光

拡散照明8°受光 8°照明拡散受光
0°照明
0°受光

0°照明
拡散光受光正反射光を除く

（de:8°）
正反射光を含む
（di:8°）

正反射光を除く
（8°:de）

正反射光を含む
（8°:di）

JIS Z 8722
幾何条件 幾何条件a 幾何条件c 幾何条件d 幾何条件e 幾何条件 f

光学部

表1　測定方法と幾何条件の関係1）
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1.はじめに

　JIS Q 19011:2019（マネジメントシステム監査のための
指針）は、ISO 19011（Guidelines for auditing manage-
ment systems）：2018の国内対応規格（IDT1））である。こ
の規格は、内部監査（第一者）及び第二者監査（顧客など）
の実施方法などを定めたものである。
　本稿では、JIS Q 19011の概要、及び改正にあたって変
更された内容の概要を説明する。以下の説明において、改
正前の規格（JIS Q 19011:2012）を2012年版、本稿で説明
する規格（JIS Q 19011:2019）を2019年版と称する。
　なお、当センターが実施するマネジメントシステム認証
業務（審査）は、ISO 17021s（JIS Q 17021s）2）（IDT）に基づ
くものであるため、本稿で説明するものとは異なる。
注1）IDT：対応国際規格と一致。
注2）ISO 17021の規格群を示す。ISO 17021sの対応国際規格がある

JISは次のとおり。

　JIS Q 17021-1  適合性評価－マネジメントシステムの
審査及び認証を行う機関に対する要求
事項－第1部：要求事項

　JIS Q 17021-2  適合性評価－マネジメントシステムの
審査及び認証を行う機関に対する要求
事項－第2部：環境マネジメントシス
テムの審査及び認証に関する力量要求
事項

　JIS Q 17021-3  適合性評価－マネジメントシステムの
審査及び認証を行う機関に対する要求
事項－第3部：品質マネジメントシス
テムの審査及び認証に関する力量要求
事項

　JIS Q 17021-10  適合性評価－マネジメントシステムの

規格基準
紹介
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審査及び認証を行う機関に対する要求
事項－第 10 部：労働安全衛生マネジ
メントシステムの審査及び認証に関す
る力量要求事項

　JIS Q 17021-100  適合性評価－マネジメントシステムの
審査及び認証を行う機関に対する要求
事項－第100部：労働安全衛生マネジ
メントシステムの審査及び認証に関す
る追加の力量要求事項

2.概要

2.1.　マネジメントシステム監査
　本規格は、『マネジメントシステム監査のための指針』（監
査を実施するための手引）を規定するものである。
　ここでいうマネジメントシステムとは、「方針及び目標
並びにその目標を達成するためのプロセスを確立するため
の、相互に関連する又は相互に作用する、組織の一連の要
素」とされる。より簡単にすると、『組織が方針・目標など
を定め、その目標を達成するための体系（社内体制、社内
規格・社内規程など）』を表す用語である。
　一方、監査とは、「監査基準が満たされている程度を判
定するために、客観的証拠を収集し、それを客観的に評価
するための、体系的で、独立し、文書化したプロセス」を
表す用語である。
　定めた方針・目標、及び社内体制（監査部門を含む）・社
内規格などで構築したマネジメントシステムと監査の関係
を示す概念図を図1に示す。
　本稿で解説する規格は、内部監査：「組織に適用する体
系（＝基準とする文書に基づくもの）に対する客観的評価」
する行為、について規定しているものであることをご理解
いただき、この後に続いていただきたい。

JIS Q 19011（マネジメントシステム
監査のための指針）の改正

内部監査（第一者）及び第二者監査の実施方法等を定めた規格
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2.2.　適用範囲
　この規格は、マネジメントシステムの内部監査・外部監
査を計画・実施する際、又は監査プログラムをマネジメン
ト（運営・管理）する際に用いることができる。
　この規格には、前述のとおり、マネジメントシステム監
査を実施するための手引を含んでいる。これに加えて、監
査の原則、監査プログラムのマネジメント、マネジメント
システム監査の実施、監査プロセスに関わる人の力量の評
価に関する規定を含んでいる。
　なお、今回の改正を検討するにあたり、複数のマネジメ
ントシステム規格（以下、MSSという。）の運用に取り組む
組織の増加（例えば、ISO 90013）及びISO 140014）のマネジ
メントシステムを運用している場合）を鑑みて、どのMSS
に取り組む組織においても適用可能な共通的な手引となる
よう、見直しがなされた。
注3）ISO 9001:2015（Quality management systems –Require 

ments）。国内対応規格は、JIS Q 9001:2015（品質マネジメントシス
テム－要求事項））（IDT）

注4） ISO 14001:2015（Environmental management systems -- 
Requirements with guidance for use）。国内対応規格は、JIS Q 
14001:2015（環境マネジメントシステム－要求事項及び利用の手引））
（IDT）

2.3.　監査のタイプ
　監査は、表1に示すように、「内部監査（第一者監査）」と

「外部監査」に分類される。外部審査は、一般に「第二者監
査」と「第三者監査」に分類される。内部監査は、同一組
織内又はその代理人によって行われるもので、外部監査の
うち、第二者監査は、顧客など当該の組織と関係を持つも
のによって行われるものであり、第三者監査は、これらか
ら独立した組織により行われるものである。
2.4.　監査プログラムについて
　2019年版の箇条3（用語及び定義）では、監査プログラ
ム 5）を「特定の目的に向けた、決められた期間内で実行す

注a）監査部門は、原則として各部門から独立している。
注b） 参考文献 1） に記載の図をもとに、筆者が作成。

Plan

Do

Check

Action

社
内
規
格

経営者
マネジメント

各部門

内部監査部門（担当）

報告指示

指示
執行

実施
報告

監査報告

マネジメントシステム

方針

目標

図1　マネジメントシステムと監査

表1　監査の種類

注） 2019年版の表 1及び箇条 3（用語及び定義）をもとに、筆者が作成。
斜体は、筆者による追加の説明。

るように計画された一連の監査（3.1）に関する取決め」（3.4）
と定義している。本規格で定義する内容には、個々の監査
部署の監査計画を網羅するような全体の監査計画、又は、
例えば年2回の監査を網羅するような年間計画、並びにこ
れらに関連する取決めなどが該当する。
　監査プログラムは、決められた期間内で有効にかつ効率
的に監査を行えるようにするための情報を含めた資源を特
定することが望ましく、その情報には、監査プログラムの
目的、監査プログラムに付随するリスク及び機会並びにそ
れらに対処する活動、監査プログラム内の各監査の範囲

（審査の及ぶ領域、境界及び場所）、監査スケジュール、監
査基準、監査員の選定基準などを含めることが望ましいと
している。
注5）ISO 17021s（JIS Q 17021s）で要求される、登録組織の 3年間の

プログラム（認証機関が計画する 3年に一度の審査 /再審査及びその
間に実施するサーベイランス）と同じ意図で規定されるものである。

3.2012年版からの主な変更点（抜粋）

　2012年版から、2019年版への改正にあたり、変更され
た主要な項目を次に示す。
　① 監査の原則（箇条4）に、リスクに基づくアプローチ

（細別g））を追加し、「七つの原則」として規定された。
　② 監査プログラムのマネジメント（箇条5）に、①に示し

た『リスクに基づくアプローチ』関する規定が追加規
定された。

タイプ（種類） 摘要 目的・メリットなど

内
部
監
査

第一者監査 • �組織自体又は代理
人によって行われ
る（3.1�注記1）

種々のリスクの低減
（不祥事の防止）
企業内統制
業務改善

第二者監査
（外部提供
者監査）

• �他の外部利害関係
者による監査

• �顧客など、その組
織に利害をもつ者
又はその代理人に
よって行われる

（3.1�注記2）

直接的な品質確認・
品質保証

第三者監査
（認証審査
及び／又は
認定監査）

• �法令、規制及び類
似の監査

• �適合に関する認
証・登録を提供す
る機関又は政府機
関のような、独立
した監査組織によ
って行われる（3.1�
注記2）

第二者監査の負担軽
減

外
部
監
査



22 建材試験情報 2021 1・2月号

　③ 監査計画の策定(6.3.2)に、監査計画策定に際して採
用を推奨する事項『リスクに基づくアプローチ』が追
加規定された。

　④ 監査員に関する共通的な力量要求事項
　⑤ 用語の見直し
　⑥ 特定のマネジメントシステム分野の監査に関する力量

要求事項の削除（2012年版の附属書Aを削除）
　⑦ 監査を計画及び実施する監査員に対する追加の手引

（附属書A）に、監査に関する手引、分野固有のMSS
で重要な概念などに関する手引が追加規定された。

4.主な変更点に関しての補足説明

4.1.　監査の原則（箇条4）
　2012年版、2019年版いずれも箇条4に規定されている監
査の原則は、新たに『リスクに基づくアプローチ』（細別 
g））を追加し、『七つの原則』として規定され、表2のとお
りとなった。
4.2.　監査プログラムのマネジメント（箇条5）
4.2.1　監査プログラムの及ぶ領域（5.1）
　監査プログラムの及ぶ領域は、監査対象となるマネジメ
ントシステムの性質、機能性、複雑さ、リスク及び機会の
タイプ、並びに成熟度に基づくことが望ましい旨が規定さ
れている。規格の序文に記載されているように、『柔軟性
をもった手引』として、規定されているものである。
　なお、『リスクに基づくアプローチ』を考慮して、例え
ば、マネジメントシステムにおいて内在するリスクが高
く、パフォーマンスレベルが低い事項（2012年版では、「マ
ネジメントシステムにおける重要事項」と規定されている）

に対して、資源及び手法を優先的に割当てることが望まし
い旨が規定された。
4.2.2　監査プログラムの目的の確立（5.2）
　2012年版、2019年版いずれも5.2に規定されている監査
プログラムの目的の確立（2012年版は、監査プログラムの
目的の設定）については、2012年版で規定されていた11
項目を見直し、以下を含む7項目（細別 a）～g））が、監査
依頼者が監査の計画策定及び実施を指示するための監査プ
ログラムの目的を確立する際に考慮する事項として規定さ
れた。
　① 外部及び内部双方の、関連する利害関係者のニーズ及

び期待（細別 a））
　② プロセス、製品及びプロジェクトの特性並びにそれら

に関わる要求事項、並びにそれらに対する変化（細別 
b））

　③ 外部提供者を評価することの必要性（細別 d））
　④ 被監査者に対して特定されたリスク及び機会（細別 f））
4.2.3　�監査プログラムのリスク及び機会の決定及び評価

（5.3）
　2012年版では、5.3.4に「監査プログラムに関わるリスク
の特定及び評価」として、考慮することが望ましいリスク
が6項目（①計画の策定、②資源、③監査チームの選定、
④実施、⑤記録及びその管理、⑥監査プログラムの監視、
レビュー及び改善）が規定されていた。2019年版では、規
定内容の見直しを行うとともに、これらの項目に加えて、
コミュニケーション（細別 d））、被監査者の参加可能性及
び協力、並びにサンプリングする証拠の利用可能性（細別 
h））が規定され、計8項目となった。
　計画の策定（細別 a））においては、関連する監査目的の
設定における失敗、監査の及ぶ領域、回数、場所などの決
定における失敗が、監査チームの選定（細別 c））において
は、監査を有効に行うための力量が全体として十分でない
ことが、監査プログラムに付随するリスクとして例示され
ている。
4.3.　監査計画の策定（6.3.2）
　2012年版、2019年版いずれも6.3.2に規定されている「監
査計画の策定」について、2019年版には、以下の要求が追
加規定された。
　① 監査計画の策定に際し、リスクに基づくアプローチの

採用することが望ましい旨。（6.3.2.1）
　② 監査計画を提示する詳しさの程度は、監査の範囲及び

複雑さ、並びに監査目的を達成できないリスクを反映
していることが望ましい旨。（6.3.2.1）

　③ 監査計画の策定に際し、監査チームリーダーが考慮す
ることが望ましい事項。監査チームの構成及び全体と
しての力量（細別 a））、適切なサンプリング技法（細

規格基準
紹介

U p d a t e  I n f o r m a t i o n  a b o u t  S t a n d a r d s

表2　監査の原則（七つの原則）

原則 説明

a）高潔さ 専門家であることの基礎

b）公正な報告 ありのままに、かつ、正確に
報告する義務

c）�専門家としての正当な注意 監査の際の広範な注意及び判
断

d）機密保持 情報のセキュリティ

e）独立性 監査の公平性及び監査結論の
客観性の基礎

f）証拠に基づくアプローチ 体系的な監査プロセスにおい
て、信頼性及び再現性のある
監査結論に到達するための合
理的な方法

g）�リスクに基づくアプローチ
【追加】

リスク及び機会を考慮する監
査アプローチ
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別 b））、有効でない監査計画による監査目的の達成に
対するリスク（細別 d））、など。（6.3.2.1 a）～ e））

4.4.　監査員の力量及び評価（箇条7）
　2012年版、2019年版いずれも箇条7に、監査員に関する
共通的な力量要求事項が規定されている。2019年版では、
7.2に規定されている「審査員の力量の決定」に、マネジメ
ントシステムで対処するリスク及び機会の、タイプ及びレ
ベル（細別 e））が追加規定された。また、『リスクに基づく
アプローチ』を反映し、7.2.3.2（マネジメントシステム監査
員の共通的な知識及び技能）のa）に、箇条4 g）に規定す
る『リスクに基づくアプローチ』の理解が、c） に「利害関
係者のニーズ及び期待」に係る知識及び技能が追加規定さ
れた（2012年版の7.2.3.3 に規定されていた「個々の分野に
関連する利害関係者の要求事項」は削除）。
4.5.　用語の見直し（規格本文、箇条3）
　ISO 9000:2015（Quality management systems -- Fun-
damentals and vocabulary）6）との整合、及び、ISO/IEC 
専門業務用指針第1部7）の附属書SL（マネジメントシステ
ム規格の提案）（以下、指針・附属書SLという。）に基づき
開発されたMSSとの整合を保つよう、箇条3の見直しが
行われた。
　また、規格本文で使用する用語について、対応国際規格
の審議において、対象［“もの（thing）”］ではなく、プロセ
ス（process）を用いるよう、見直されたことを踏まえ、例
えば、2012年版では「監査計画の作成」（audit plan）とし
ていたところ、2019年版では、「監査計画の策定」（audit 
planning）に変更している。
注6）国内対応規格は、JIS Q 9000：2015（品質マネジメントシステム－基

本及び用語））（IDT）
注7）参考文献 2）を参照。

4.6.　�監査を計画及び実施する監査員に対する追加の手引
（附属書A）

　2012年版では附属書Bとして規定されていた「監査を計
画及び実施する監査員に対する追加の手引」が、2019年版
では、附属書Aとして規定されている。
　2019年版には、指針・附属書SLに基づき、「組織の状況
の監査」（A.8）、「リーダーシップ及びコミットメントの監
査」（A.9）及び、「リスク及び機会」（A.10）が追加規定され
た。また、分野固有のMSSにおいて重要な概念である「ラ
イフサイクル」（A.11）、ビジネス環境・情報通信技術の変
化に対応するため、「サプライチェーンの監査」（A.12）、「被
監査者の場所の訪問」（A.15）、「仮想活動及び場所の、監査」

（A.16）が追加規定された。このほか、これらに関連して、
①監査に対するプロセスアプローチ（A.2）、②専門的な判
断（A.3）、③情報の検証（A.5）、が追加規定された。
　なお、「専門的な判断」（A.3）においては、規格の各箇条

に規定されている個別の要求事項に対してだけ、集中する
ような監査は避けることが望ましいとしている。MSSの
箇条には、その箇条だけでは手順などと照合しにくい場合
があるため、規格の箇条の意図が満たされているかどうか
を決定するために、監査員は専門的な判断により監査を行
うことを推奨している。
　「リスク及び機会の監査」（A.10）においては、①リスク
及び機会を特定するプロセスの信頼性についての保証、及
び、②これらを適正に決定してマネジメントすることへの
保証、を主たる目的として行うことができる旨が規定され
ている。この監査は、単独の活動としてではなく、客観的
情報、組織が受容するリスクの程度などを考慮し、監査員
による専門的な判断に基づき実施される必要がある。

5.おわりに

　本稿では、JIS Q 19011:2019の改正における重要なポイ
ントを抜粋して説明した。本稿をご覧になった皆様が、内
部監査（第一者）、第二者監査において本規格を活用され
ることを期待する。
　なお本稿は、「JTCCM MS ニュースレター Vol.29 2020
年 新春号 マネジメントシステム監査のための指針 ISO 
19001:2018（JIS Q 19011:2019）の改定について（仮題）」

（著：富永 敏美）をもとにして加筆・校正等の改変を施し
たものである。

村上哲也
 a u t h o r
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　我が国では、1990年代より顕在化した揮発性有機化合
物による室内空気汚染問題、所謂シックハウス・シックビ
ルの問題への対応として、関連JISが多く制定されており、
国際規格であるISOと国内規格であるJISの整合性を維持
するために、我が国からも積極的な情報発信と国内外基準
の整合性担保に関する継続した取り組みが求められてい
る。SC6では既存規格の改定作業（5年毎の定期見直し）、
室内化学物質濃度測定関連、室内エアロゾル粒子関連やバ
クテリア･真菌関連、空気清浄装置の性能評価法などの標
準化に向けて活発に活動しており、新規提案NWIPも多
い。ISO/TC146/SC6で審議されている各種の原案に関し
てWGレベルでの議論に参加･貢献することは、最新国際
動向を把握するという点だけでなく、国内独自規格を国際
規格に反映させるという視点でも我が国の国益に適う重要
なタスクとなっている。特に、本年度のSC6では、知覚性
空気質（Perceived Air Quality）評価法に関するWG25の
第一回会議が開催され、本稿の筆者である伊藤がコンビー
ナを担当している。また、早稲田大学の田辺新一先生が
SC6議長を担当されており、Virtual Conferenceとは云え、
気の抜けない一週間であった。

1. はじめに

　2019年末に中国武漢で発生が確認された新型コロナウ
ィルスによる感染症（COVID19）は世界的に感染拡大し、
2020年3月にはWHOにてパンデミックであるとの認識が
示され、また我が国では2020年4月7日に緊急事態宣言が
発令されるなど、非常に深刻な公衆衛生問題となった。本
年度のISO/TC146/SC6は2年に一度のTC146との合同会
議が行われる年であり、当初フランス･パリのAFNORを
会場として会議が開催される予定であった。しかしなが
ら、COVID19感染拡大抑制のために各国で入国規制が行
われており、ビジネスレベルの往来も制限されている現状
のもと、殆ど全ての国際会議が中止・延期・オンライン開
催へと変更されている。この流れの中で、当然のことでは
あるが、本年度のISO/TC146/SC6もオンライン会議シス
テムZoomを利用したVirtual Conferenceとして開催され
た。この会議報告は、フランス･パリの欧州標準時間の昼
間に開催されたSC6関連会議に、日本の夕方から深夜にか
けて（具体的には午後4時から深夜12時過ぎまで）オンラ
イン参加した記録を報告するものである。結局は日本にい
るため昼間は通常勤務で本務（大学の研究・教育・雑務）の
仕事、夕方から深夜までモニター前でオンライン会議とい
う、正に苦行の一週間の記録である。
　さて、ここ数年、建材試験情報誌に同会議報告を執筆す
る機会を頂いており、できる限り導入部の文章は毎年異な
る視点で書きたいと思ってはいるものの、やはりネタは尽
きてくる。何度も同じ説明を読まされている方も一定数い
らっしゃるように思うが、まずはSC6の位置づけから報告
しようと思う。
　ISO/TC146はAir quality （大気の質）に関する規格化を
担当しており、その傘下には6つのSC （SC 1～SC 6）が
設置されている。その中でSC6がIndoor Air （室内空気）
に関連する規格化を担当しており、一般環境中での室内空
気質関連の国際標準化を目的として非常に活発な活動を展
開している。Indoor Airの定義は建築空間のみにとどまら
ず、近年は車室内などを含めた閉鎖空間一般を対象とした
空気質測定法の国際標準化が精力的に進められている。現
在までに、室内空気のサンプリング方法、化学物質の分析
方法、小形チャンバー法、臭い、微生物、粒子状物質関連
のサンプリング法や同定法等の標準化が行われてきた。
SC6で取り扱うISOは16000という番号が割り振られてお
り、Part 1から順次番号が付されている。

ISO/TC146/SC6 （Air Quality / Indoor Air）
フランス/パリ（Virtual Conference）会議報告
国際会議報告

表1　活動中のSC6傘下のWG一覧

SC/WG/（Chairman/Convener）

SC6 Indoor air （Shin-ichi Tanabe， Japan）

WG3 VOCs （Derrick Crump， UK）

WG10 Fungi （Judith Meider， Germany）

JWG13 Determination of volatile organic compounds in 
car interiors （Roland Kerscher， Germany）

WG17 Sensory testing of indoor air （Birgit Müller， 
Germany）

WG18 Flame retardants （Michael Wensing， Germany）

WG20 Determination of phthalates （Michael Wensing， 
Germany）

WG21 Strategies for the measurement of airborne 
particles （Benjamin Bergmans， Belgium） 

WG22 Brominated flame retardants （Man-Goo Kim， 
Republic Korea）

WG23 Determination of amines （Andreas Schmohl， 
Germany）

WG24 IAQ Management System （Paul ino Pastor 
Perez， Spain）

WG25 Air cleaning technology （Kazuhide Ito， Japan）
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連のNWIP 案、ConvenerのJudith Meider博士（ドイツ）
より自分自身が研究を進めているTotal Cell Count法に関
するNWIPの可能性に関して提案、議論もあった。
2.2　�ISO/TC146/SC6/WG13：Determination�of�vol-

atile�organic�compounds�in�car�interiors�（車室内
のVOC�試験法）

　SC6のSecretaryであるElisabeth Hosen博士の司会で
JWG13が開催され、ISO DIS 12219-1の投票の際に寄せら
れたコメントテーブルを基に、各国からの全ての指摘事項
に一つずつ議論するスタイルで審議が進められた。
Breathing zoneは顔の前の半径50cmの領域と指定されて
いるが、その際に使用される英語表現が Area ではなく
Volumeである、といった些末とも感じられるエディトリ
アルな事項までを含めて全員で議論を行った結果、ISO 
DIS 12219-1は速やかにFDIS投票に進めることが承認さ
れている。日本から提案されたVIAQ Fogging法に関し
ては NWIP として準備を進める方針が同意されている。
2.3　�ISO/TC146/SC6/WG20：Determination�of�

phthalates�（フタル酸）
　WG20のConvenerであるMichael Wensing博士（ドイ
ツ）が本年度限りで引退されるとのことで、今回が最後の
SC6ならびにWG20会議への参加となる旨が報告された。
非常に落ち着いた雰囲気でバランス感覚に優れた司会進行
の出来る紳士がリタイアされることは、非常に残念である
と共に大きな損失でもあると感じる。
　さて、今回のWG20では、ISO 16000-33 “ Determina-
tion of phthalates with GC/MS”の改定作業に関して議論
を行い、酒井信夫先生（国立医薬品食品衛生研究所）が提
案されたODSフィルターとSDBカートリッジを用いた溶
媒抽出法は、その精度などに関する有効性は共有されたも
のの、国際的な観点での使用実績が少ないとの指摘もあ
り、ISO本文では言及にとどめ、詳細はAnnexとして記
載する方針となった。
2.4　�ISO/TC146/SC6/WG21：Strategies� for� the�

measurement�of�airborne�particles�（エアロゾル
粒子）

　WG21は室内でのエアロゾル粒子測定に関する規格を担
当している。コンビーナのBenjamin Bergmans博士 （ベ
ルギー）の司会のもと、昨年度の会議でWDとして認めら
れた CPC を用いたナノ粒子の測定法である ISO/AWI 
16000-42に関して（コロナ禍のために修正作業が全く進み
ませんでしたとの言い訳の後）継続審議が行われた。当初

　SC6はTC146の中でも活発に活動しているSCの一つで
ある。2020年現在、SC6で活動中のWG一覧を表1に示す。
この中で、WG3、WG17、WG18、WG20は審議中の規格
案が投票中であること、WG22は韓国のKim先生の作業が
進んでいないこと、 を理由に開催されず、 本年度は
WG10、JWG13、WG20、WG21、WG24、WG25において
審議が行われた。また自動車関連のJWG13はTC22との
ジョイントWGとして開催された。
　以下、本年度のVirtual Conferenceで審議された各WG
の概要を順に報告する。

2. フランス･パリ（Virtual Conference）会議の
概要と報告

2.1　�ISO/TC146/SC6/WG10：Microbial�Contami-
nants�（室内微生物）

　昨年度までWG10のConvenerを担当していたRegine 
Szewzyk博士 （ドイツ）が体調不良を理由に退任され、今
回よりJudith Meider博士（ドイツ）がConvenerとして
WGの舵取りを担当することなっている。しかしながら
Meider博士はこれまでISOならびにWG10への参加経験
が無いとのことで、Lisa Rogers博士（米国）がサポート役
として共同Convenerを務める体制となっている。WG10
と同時刻で WG20 がオンライン開催されており、SC6 の
Secretary である Elisabeth Hosen 博士が不在のため、
VDI/DINよりJochen Theloke博士（ドイツ）が議事録担
当で参加したのであるが、最新ITシステムやオンライン
システムに不慣れな年配者であり、デビュー戦のConve-
nerと共に非常にモタモタした議事運営となってしまった。
その一方で今回のWGは韓国代表グループの緻密な準備と
手際の良さが非常に目立つ会議とな っ た。 特に、ISO 
16000-36として制定されているBacteriaを対象とした空気
清浄装置の性能試験法を補完する規格として、Fungi/
Mould （真菌）に着目した同様の試験法が韓国よりISO/
AWIとして提案されたが、ワーキングドラフトの作成精
度、NWIPのための資料準備など、非常に配慮が行き届い
ていた。ここ数年、韓国はSC6に対して非常に多くの専門
家集団を送り込んでいるが、韓国国内規格や研究成果の
ISO化へのモチベーションも非常に高く、今後、韓国が
SC6の主要なプレーヤーとなることは間違いないように思
われる。
　その他、今回のWG10ではLisa Rogers博士（米国）より
酵素反応を対象としたマイクロバイオーム（真菌）分析関
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験者であるパネルは入室せず、チャンバーからの排気を利
用して別室で知覚性空気質評価を行う方法とすること、室
内環境中で発生する汚染物質として人体由来の汚染物質

（Bio-effluent）が問題となっており既存の化学物質に加え
てこれらの汚染物質の除去が空気清浄装置には期待されて
いることから、Emission sourceとして建材の他、人体も
想定すること、などが同意された。
　まずは、今回のWGで審議したドラフトも用いてNWIP
を申請すること、同時にWDの修正を行いCD投票の準備
をすること、来年度のSC6会議を待たずにオンライン会議
を開催して審議を進めること、などが同意されている。
2.7　�ISO/TC146/SC6：Plenary�Meeting�（SC6全体会

議）
　SC6議長の早稲田大学田辺新一先生の司会でSC6全体会
議が行われ、各WGからの活動報告、Recommendationの
承認といった議事が審議された。特に規格案が投票中のた
めに今回は会議が開催されなかったWG3のConvenerの
Derrick Crump博士 （UK）からは、アクロレインの標準
化に関する情報を収集するため、各国エキスパートに協力
依頼を送付予定であることが報告された。また、TC142
で規格化が進められる評価法とWG25の知覚性空気質評価
法の規格化をスムーズに進めるための情報交換の枠組みを
構築するため、SC6/WG25とTC142にてリエゾンを結ぶ
方針を確認した。
　Plenary の最後で、 長年、SC6 に貢献されてきた Mi-
chael Wensing博士（ドイツ）が今回の会議をもってリタ
イアされるため、参加者全員でWensing博士のこれまで
の貢献に謝意を表し、また、WG18ならびにWG20はEric 
Uhde博士（ドイツ）が新Convenerとして業務を引き継ぐ

予定されていたタイトル中のSub-micron particleの妥当
生に関して議論があり、最終的にはタイトルをMeasure-
ment of the particle number concentration by CPCと修
正することとなった。その他、室内で使用する CPC の
Working fluidに関し、規格案ではEthanolを推奨してい
るが、測定の不確かさ･較正などの情報を共に議論する必
要があるとの指摘があり、Water CPCの使用可能性に関
しても継続議論する方針となった。
2.5　�ISO/TC146/SC6/WG24：IAQ�Management�sys-

tem�（室内空気質管理システム）
　WG24のConvenerはスペインのPaulino Pastor Pérez
博士であるが、今回の WG で実質的な議論を行う ISO/
AWI 16000-41がオーストリアの国内基準をベースとした
規格であることから同国のPeter Tappler博士の司会で進
行された。昨年度の議論において、濃度を基準としたカテ
ゴリ分類はInformativeに移動すること、また、各国で異
なる濃度基準値やカテゴリを適用できる、との一文を入れ
る方針が確認されており、その結果が反映されたAWIが
配布され、細かな審議を行った結果、修正原稿をCD投票
へ進める方針が同意されている。
2.6　�ISO/TC146/SC6/WG25：Testing�air�cleaners�

by�the�assessment�of�perceived�air�quality�（知覚
空気質による空気清浄装置の評価法）

　本稿の筆者である伊藤がConvenerを担当するWGであ
り、昨年度のAd-hocから本年度は正式なWG25となり実
質的な第一回目の会議である。出席者は、日本、ドイツ、
デンマーク、韓国、米国の4カ国から合計11名。このWG
は、Olesen教授がISO/TC142で議論を主導している知覚
性空気質を用いた空気清浄装置の評価法に関する基準に対
し、SC6で知覚性空気質の測定法のみに着目した基準の制
定を求められたことに対応して設置されたものである。伊
藤が事前に作成したWD案ならびにNWIP案を基に、特に
知覚性空気質評価に関する技術的な課題ならびに規格化に
向けた戦略に関して議論を行った。
　当初案では、室レベルの大型チャンバーと小形チャン
バーの2種類のチャンバーを対象とする案を作成していた
が、今回は、室レベルの大型チャンバーのみを対象とする
こと、空気清浄装置の設置方法として、チャンバー内に設
置する方法の他、ダクト内に組み込まれている方法を想定
した試験法を加えることとなった。また、ISO 16000-30で
の室内での臭い評価法とは異なり、大型チャンバー内に被 図1　Zoomを利用したVirtual�Conferenceの様子
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的な立場ではあるが、Convenerの若返りも進んでおり、
メンバーの入れ替えも進み始めている。一方、我が国は毎
年ほぼ同じスタッフ（田辺新一先生と伊藤）が既に10年以
上継続して SC6 に参加しており、 また田辺先生は SC6 
Chairという重要な立場でもあることから、我が国はSC6
に対して一定の影響力を有しているように思える。しか
し、国際標準化を担う次世代の育成は十分ではなく、SC6
に対する現在の影響力を維持･発展させるためにも、若手
世代の参加を促す仕組みが必要であろう。

方針が提案され、同意された。
2.8　ISO/TC146：Plenary�Meeting�（TC146全体会議）
　本年度は2年に一度のTC146全体会議が同時開催される
年であり、SC6と同様にオンラインシステムを利用して審
議が行われた。
　司会はTC146議長のMarcel Koeleman氏、議事録担当
の秘書官はDINのRolf Kordecki博士のコンビであるが、
Koeleman氏の任期は2020年12月末までとなっており、
2021年からはJames S Webber博士（US）が新議長を担当
する。各SCからの審議事項の報告があり、それらを順に
承認している。
　TC146会議は隔年開催であるが、今回はコロナ禍のた
めにオンライン会議となったことから、来年度、TC146
と傘下の SC は 2021 年 9 月 20 日の週にフランス ･ パリの
AFNORで全体会議の開催可能を検討していると報告され
た。事務局は日程確認を各SCに対して行ったと主張して
いたが、SC2議長は既に他の国際会議と日程が重複してい
ると主張するなど、手際の悪さが顕在化したが、我々
JISCも事前情報は全く提供されていなかったと記憶して
いる。結果として、AFNORと相談の上、2021年9月13日
の週に開催の可能性を検討することになった。

3. 最後に

　本年度のSC6は当初フランス･パリのAFNORを会場と
して開催予定であったが、新型コロナウィルスの影響によ
りオンライン会議システムを利用したバーチャル会議の方
式を採用して実施された。SC6関連のWGとしてJWG13
が最初に開催されたが、開始時間になってもConvenerで
あるRoland Kerscher博士がシステムトラブルのためにロ
グインできず、SecretaryのElisabethが急遽代理で司会を
するとのハプニングがあった。Roland 博士が所属する
BMWは社内からのZoom使用が禁止されていたことが原
因とのことであったが、なぜ、この時点までそのような重
要な社内規則を知らずに仕事が出来ていたのか不思議では
あるが、このトラブルを除けばその他は非常に順調に会議
が進行した。SC6のPlenaryでは、通常ならば参加そのも
のが難しい（と本人が申していた）マレーシアの代表者も
Zoom経由で参加しており、オンライン会議のメリットも
多く感じられた。
　今回のSC6では、WG10、WG18ならびにWG20でCon-
venerが交代となった。現状においてもドイツDINが主導

business report 2020

現在、TC146/SC6で審議中もしくは新規提案中の規格タイトル一覧
1） ISO/DIS 12219-1 （revision） Interior air of road vehicles 

– Part 1: Whole vehicle test chamber – Specification and 
method fo r the de te rm ina t ion o f vo la t i l e o rgan ic 
compounds in cabin interiors

2）ISO/DIS 12219-10 Interior air of road vehicles – Part 10: 
Measurement methods of d i f fused volat i le organic 
compounds （VOC） – Truck and buses

3） ISO/DIS 16000-6 （revision） Indoor air – Determination 
of volatile organic compounds in indoor and test chamber 
air by active sampling on Tenax TA sorbent， thermal 
desorption and gas chromatography using MS or MS-FID

4） ISO/WD 16000-6 （ rev is ion ） Indoor a i r – Par t 6 : 
Determination of volatile organic compounds in indoor 
and chamber ai r by act ive sampl ing on TENAX TA 
sorbent， thermal desorption and gas chromatography 
using MS or MS-FID

5） ISO/WD 16000-9 （ rev is ion ） Indoor a i r – Par t 9 : 
Determinat ion of the emiss ion of vo la t i le o rganic 
compounds from building products and furnishing – 
Emission test chamber method

6）ISO/WD 16000-11 （revision） Indoor air – Part 11: 
Determinat ion of the emiss ion of vo la t i le o rganic 
compounds from building products and furnishing – 
Sampling， storage of samples and preparation of test 
specimens

7）ISO/FDIS 16000-28 （revision） Indoor air ; Part 28: 
Determination of odour emissions from building products 
using test chambers

9） ISO/AWI 16000-41 Indoor air – Part 41: Assessment and 
classification

9） ISO/AWI 16000-42 Indoor air – Part 41: measurement of 
sub-micron particles

参考文献
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TC146/SC6で既に規格化されたISOタイトル一覧�（アスベスト関
連規格がISO�16000シリーズから移動している）
1） ISO 12219-1 Interior air of road vehicles – Part 1: 

Whole vehicle test chamber – Specification and method 
for the determination of volatile organic compounds in 
cabin interiors

2） ISO 12219-2 Interior air of road vehicles – Part 2: 
Sc reen ing method fo r the de te rmina t ion o f the 
emissions of volatile organic compounds from vehicle 
interior parts and materials – Bag method

3） ISO 12219-3 Interior air of road vehicles – Part 3: 
Sc reen ing method fo r the de te rmina t ion o f the 
emissions of volatile organic compounds from vehicle 
interior parts and materials – Micro-scale chamber 
method

4） ISO 12219-4 Interior air of road vehicles – Part 4: 
Method for the determination of the emissions of 
volatile organic compounds from vehicle interior parts 
and materials – Small chamber method

5） ISO 12219-5 Indoor air – Road vehicles – Part 5: 
Sc reen ing method fo r the de te rmina t ion o f the 
emissions of volatile organic compounds from vehicle 
interior parts and materials – Static chamber method

6） ISO 12219-6 Interior air of road vehicles – Part 6: 
Method for the determination of the emissions of semi-
volatile organic compounds from vehicle interior parts 
and materials at higher temperature; Small chamber 
method

7） ISO 12219-7 Interior air of road vehicles – Part 7: 
Odour determination in interior air of road vehicles and 
test chamber air of tr im components by olfactory 
measurements

8） ISO 12219-8 Indoor air of Road vehicles – Part 8: 
Handling and packaging of materials and components 
for emissions testing

9） ISO 12219-9 Indoor air of Road vehicles – Part 9: 
Sc reen ing method fo r the de te rmina t ion o f the 
emissions of volatile organic compounds from vehicle 
interior parts and materials – Large bag method

10） ISO 16000-1 Indoor air – Part 1: General aspects of 
sampling strategy 

11） ISO 16000-2 Indoor air – Part 2: Sampling strategy for 
formaldehyde 

12） ISO 16000-3 Indoor air – Part 3: Determination of 
formaldehyde and other carbonyl compounds in indoor 
air and test chamber air – Active sampling method

13） ISO 16000-4 Indoor air – Part 4: Determination of 
formaldehyde - Diffusive sampling method

14） ISO 16000-5 Indoor air – Part 5: Sampling strategy for 

volatile organic compounds （VOCs）
15） ISO 16000-6 Indoor air – Part 6: Determination of 

volatile organic compounds in indoor and chamber air 
by active sampling on TENAX TA sorbent， thermal 
desorption and gas chromatography using MS or MS-
FID

16） ISO 16000-8 Indoor air – Part 8: Determination of local 
mean ages of a i r in bui ld ings for character iz ing 
ventilation conditions

17） ISO 16000-9 Indoor air – Part 9: Determination of the 
emission of volatile organic compounds from building 
products and furnishing – Emission test chamber 
method

18） ISO 16000-10 Indoor air – Part 10: Determination of 
the emission of volat i le organic compounds from 
building products and furnishing – Emission test cell 
method

19） ISO 16000-11 Indoor air – Part 11: Determination of 
the emission of volat i le organic compounds from 
building products and furnishing – Sampling， storage of 
samples and preparation of test specimens

20） ISO 16000-12 Indoor air – Part 12: Sampling strategy 
for polychlorinated biphenyls （PCBs）， polychlorinated 
d i benzo - p - d i o x i n s （ PCDDs ）， po l y ch l o r i n a t ed 
dibenzofurans （PCDFs） and polycycl ic aromatic 
hydrocarbons （PAHs）

21） ISO 16000-13 Indoor air – Part 13: Determination of 
total （gas and particle-phase） polychlorinated dioxin-
like biphenyls （PCBs） and polychlorinated dibenzo-p-
dioxins/dibenzofurans （PCDDs/PCDFs） – Collection 
on sorbent-backed filters

22） ISO 16000-14 Indoor air – Part 14: Determination of 
total （gas and particle-phase） polychlorinated dioxin-
like PCBs and PCDDs/PCDFs – Extraction， clean-up 
and analysis by high-resolution gas chromatography/ 
mass spectrometry

23） ISO 16000-15 Indoor air – Part 15: Sampling strategy 
for nitrogen dioxide （NO2）

24） ISO 16000-16 Indoor air – Part 16: Detection and 
enumeration of moulds – Sampling by filtration

25） ISO 16000-17 Indoor air - Part 17: Detection and 
enumeration of moulds – Culture-based method

26） ISO 16000-18 Indoor air – Part 18: Detection and 
enumeration of moulds – Sampling by impaction

27） ISO 16000-19 Indoor air – Part 19: Sampling strategy 
for moulds

28） ISO 16000-20 Indoor air – Part 20: Detection and 
enumeration of moulds – Determination of total spore 
count
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29） ISO 16000-21 Indoor air – Part 21: Detection and 
enumeration of moulds – Sampling from materials

30） ISO 16000-23 Indoor air – Part 23: Performance test 
for evaluating the reduction of formaldehyde and other 
carbonyl compounds concent rat ions by sorpt ive 
building materials

31） ISO 16000-24 Indoor air – Part 24: Performance test 
fo r eva luat ing the reduct ion o f vo la t i le o rgan ic 
compound concentrations by sorptive building materials

32） ISO 16000-25 Indoor air – Part 25: Determination of 
the emission of semi-volatile organic compounds for 
building products – Micro chamber method

33） ISO 16000-26 Indoor air – Part 26: Sampling strategy 
for carbon dioxide （CO2）

34） ISO 16000-28 Indoor air – Part 28: Determination of 
odour emissions from building products using test 
chambers

35） ISO 16000-29 Indoor air – Part 29: Test methods for 
VOC detectors

36） ISO 16000-30 Indoor air – Part 30: Sensory testing of 
indoor air

37） ISO 16000-31 Indoor air – Part 31: Measurement of 
f l a m e  r e t a r d a n t s  a n d  p l a s t i c i z e r s  b a s e d  o n 
organophosphorus compounds – Phosphoric acid ester

38） ISO 16000-32 Indoor air – Part 32: Investigation of 
constructions on pollutants and other injurious factors 
– Inspections

39） ISO 16000-33 Indoor air – Part 33: Determination of 
phthalates with gas chromagraphy/mass spectrometry 

（GC/MS）
40） ISO 16000-34 Indoor air – Part 34: Strategies for the 

measurement of airborne particles
41） ISO 16000-36 Indoor air – Part 36: Test method for the 

reduction rate of airborne bacteria by air purifiers using 
a test chamber

44） ISO 16000-37 Indoor air – Part 37: Strategies for the 
measurement of PM2.5

45） ISO 16000-38 Indoor air – Part 38: Determination of 
amines in indoor and test chamber air – Active sampling 
on samplers containing phosphoric acid impregnated 
filters

46） ISO 16000-39 Indoor air – Part 39: Determination of 
amines in indoor and test chamber air – Analysis of 
am i n e s b y mean s o f  h i g h - p e r f o rmance l i q u i d 
chromatography （HPLC） coupled with tandem mass 
spectrometry （MS MS）

47） ISO 16000-40 Indoor air – Part 40: Indoor air quality 
management system

48） ISO 16017-1 Indoor， ambient and workplace air – 

Sampling and analysis of volatile organic compounds 
by sorbent tube/thermal desorption/capil lary gas 
chromatography – Part 1: Pumped sampling

49） ISO 16017-2 Indoor， ambient and workplace air – 
Sampling and analysis of volatile organic compounds 
by sorbent tube/thermal desorption/capil lary gas 
chromatography – Part 2: Diffusive sampling

p r o f i l e

伊藤一秀
九州大学 総合理工学研究院 環境理工学部門 教授
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1. はじめに

　2020年9月21日（月）から25日（金）にかけて、ISO/
TC163の総会及び各SCの総会注1）がZoomによるWeb会
議の形式で開催されました。今年度の同国際会議は、本来
であればロシア連邦・モスクワで開催される予定でしたが、
世界的な新型コロナウイルス感染症（Covid-19）拡大の影
響で、全てのISO会議で対面での開催が禁止されているた
め、Web会議によって開催されることになりました。

ISO/TC163/SC1（Thermal performance and 
energy use in the built environment/Test and 
measurement methods）会議報告
国際会議報告

　本稿では、筆者が参加した各会議について、その概要を
報告します。
注1）　SC3の総会は12月に延期されている。

2. TC163及びTC163/SC1について

　ISOには、現在、244のTC（Technical Committee; 専門
委員会）及び9のPC（Project Committee; プロジェクト委
員会）、IEC（International Electrotechnical Commission; 
国際電気標準会議）とのJTC（Joint Technical Committee; 

WG7（ドイツ） ★
Ageing of thermal insulation
断熱材の経時変化

WG8（⽇本）
Moisture content and moisture permeability
含⽔率および透湿特性

WG10（⽇本） ★
Air tightness of buildings
建物の気密性

WG15（カナダ）
Thermography of buildings and industrial 
installations
建物と産業施設のサーモグラフィー

WG16（⽇本）
In-situ measurement of thermal resistance and 
thermal transmittance of opaque building 
elements
断熱性の現場測定法

WG19（⽇本）
Periodic heat method for thermal
diffusivity of thermal insulation
周期加熱法による熱拡散率測定

ISO/TC 163（スウェーデン）
Thermal performance and energy use in the 
built environment
建築環境における熱的性能とエネルギー使⽤

WG4（カナダ）※
Energy performance of buildings using holistic 
approach
包括的⼿法による建物のエネルギー効率

SC1（ドイツ）
Test and measurement methods
試験および測定⽅法

SC2（ノルウェー）
Calculation methods
計算⽅法

SC3（カナダ）
Thermal insulation products
断熱製品

WG6（スウェーデン）
Vocabulary for thermal insulation
断熱⽤語

WG 16 
Aerogel products for buildings
建築⽤エアロゲル製品

WG 15 （カナダ）
Model format for standards
標準モデル

WG 14 （カナダ）
Building enclosure thermal performance 
verification and commissioning – Programme
建築外周部の熱的性能の実証及び運⽤プログラム

WG 13 （カナダ）
Reflective insulation for buildings
建築⽤反射断熱材

WG 11 （カナダ）
Vacuum insulation panels
真空断熱材

WG 9（カナダ）
Exterior insulation and finish systems
外断熱⼯法

WG 4（⽇本）
Industrial calculations
産業界における計算

WG 15（オランダ）
Energy Performance calculation methods
エネルギー性能計算⽅法

注） ★を付したWGは、ソウル会議で再設置されることとなったが、現時点では活動していない。
注） オレンジに塗りつぶしているWGは⽇本がコンビーナを務めているものである。

WG17（韓国）
Solar heat gain coefficient of windows and doors
窓およびドアの⽇射熱取得率

WG20（中国）
Test method at cryogenic temperature
極低温度域における試験⽅法

WG21（⽇本）
Test method for Specific heat capacity of thermal 
insulation for buildings at elevated temperature 
range
段階的温度範囲における⽐熱の試験⽅法

※ TC163とTC205のジョイントワーキング
（Joint between ISO/TC 163 and ISO/TC 205）

WG 16
Hourly date for assessing the annual energy use
for heating and cooling

WG 17
Hemp fibre mat and board thermal insulation
⿇繊維マット及びボードの断熱

WG 18
Cellular glass thermal insulation products 
セルラーガラス断熱材

WG 19
Mineral fibre mat and board thermal insulation
ミネラル繊維マット及びボードの断熱

図1　ISO/TC163/SC1の構成
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ISO/IEC合同専門委員会）が存在します。
　これらの委員会のうち、TC163（Thermal performance 
and energy use in the built environment;  建築環境にお
ける熱的性能とエネルギー使用）は1975年に設立され、“建
築物及び土木建設物の分野における熱・湿気及びエネル
ギー使用等に関連する試験及び計算方法ならびに製品の性
能評価 ”に関する国際規格を審議している TC です。
TC163 には、図1に示すようにWG4（TC205とのJWG

（Joint Working Group; 合同作業グループ））、WG6及び3
つのSC（Sub Committee; 分科委員会）が設置されており、
これらの管理は、スウェーデンの標準化団体SIS（Swedish 
Institute for Standards）が担当しています。
　なお、TC163は国連が掲げるSDGs（Sustainable Devel-
opment Goals）のうち、図2に示す５つの持続可能な開発
目標に貢献しています。
　当センターは、2003年度（平成15年度）から、3つのSC
のうちの1つであるSC1（Test and measurement meth-
ods; 試験及び測定方法）の国内審議団体を担っており、新
規業務項目（テーマ）の提案（New work item proposal; 
NP）、国際規格原案の作成及び審議、定期見直し（System-
atic review; SR）、現在扱われているISO規格（別表参照）
及び他国からの新規提案等に対する国内意見の取りまとめ
及び日本代表としての回答（投票の管理）を行っています。
　2020年11月現在、SC1の参加メンバーは、P メンバー
25か国、Oメンバー14か国です注2）。SC1には、本報告の
会議開催時点で7つのWG（Working Group; 作業グループ）
が設置されており、WG8、WG16、WG19及びWG21は、
日本がコンビナー（convenor; WGの主査）を担当していま
す。 なお、SC1 の管理は、 ドイツの標準化団体 DIN

（Deutsches Institut für Normung e.V.）が担当しています。
注2）　�Pメンバーは、業務に積極的に参加する義務を負うメンバー。Oメンバーは、オブザー

バーとしてコメントの提出・会議への出席の権利をもつメンバー。

3. 会議の概要及び報告

3.1　全体概要
　会議は、オンライン会議システム（Zoom）によって開催
されました。新型コロナウイルス感染症（Covid-19）拡大
によって、全てのISO国際会議がオンラインでの開催を余
儀なくされております。
　ISO/TC163/SC1関係会議のスケジュール及び日本から
の出席者を表1及び表2に示します。
　各会議の概要を3.2及び3.3に示します。
3.2　ISO/TC163/SC1 Convenor meeting

（1） 会議概要
－開催日時：9月22日（火） 23:00～23:45（日本時間）
－参加者：Prof. Andreas H. Holm（ドイツ：SC1議長）
 Prof. Shinsuke, Kato（日本：WG16コンビナー）
 Dr. Lee, Kwang Ho（韓国：WG17コンビナー）
 Mr. Cui, Jun（中国：WG20コンビナー）
 Dr. Haruka, Abe（日本：WG21コンビナー）
  Mr. Yusuke, Senda（日本：TC163／SC1日本

国内事務局）
  Mr. Benjamin, Wienen（ドイツ：委員会マネー

ジャー）
（2）議事
　各WGコンビナーより、WG担当規格の進捗状況につい
て説明がなされ、参加者間で進捗が確認されました。ま
た、規格によっては、5カ国のエキスパートが集まらない
状況がみられることについて議論され、SC1 Plenary 
meetingでも継続して議論することとなりました（写真1
に会議時の状況を示します。）

3.3　ISO/TC163/SC1 Plenary Meeting 
3.3.1　会議概要
－開催日時：9月24日（木）19：00～22：00（日本時間）

図2　TC163で取り扱う持続可能な開発目標
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－議長：Prof. Andreas H. Holm（ドイツ）
－委員会マネージャー：Mr. Benjamin Wienen（ドイツ）
－参加国：フランス、米国、英国、デンマーク、日本、韓
国、ベルギー、中国、カナダ、スペイン（10か国）
－開催形式：Zoomによるオンライン会議（写真2参照）
3.3.2　議事
①会議開催～前回議事録確認

（1） 会議開催
　議長のProf. Andreas H. Holmより、開催の挨拶とオン
ラインミーティングに関するルールの説明がなされ、会議
がはじまりました。

（2） SC1の活動状況について
　委員会マネージャーより、SC1 の概況として、参加国
は、Pメンバーが24か国、Oメンバーが14か国である旨

表1　ISO/TC163/SC1関係会議スケジュール

日程 会議名
担当

内海 加藤 阿部 萩原 泉田

9月22日（火） SC1�Convenor�meeting ◦ ◦ ◦
9月24日（木） SC1�Plenary�meeting（総会） ◦ ◦ ◦ ◦
9月25日（金） TC163�Plenary�meeting（総会）注3）

注3）　今年度は、TC163�Plenaryには派遣しなかった。

表2　ISO/TC163/SC1関係会議への日本からの出席者注4）

氏名 所属及び役職

内海�康夫 （独法）国立高等専門学校機構�舞鶴工業高等専門学校�校長・教授�
［SC1総会、SC1エキスパート、SC1日本代表、国内審議委員会�委員長］

加藤�信介 東京大学　特命教授
［SC1�Convenor�meeting、WG16�Convenor］

阿部�陽香 （国研）産業技術総合研究所�物質計測標準研究部門�熱物性標準研究グループ�主任研究員
［SC1総会、SC1�Convenor�meeting、WG21�Convenor］

萩原�伸治 （一財）建材試験センター�総合試験ユニット�中央試験所�環境グループ�統括リーダー
［SC1総会］

泉田�裕介
（一財）建材試験センター�経営企画部�調査研究課�主任
�ISO/TC163/SC1国内審議委員会事務局
［SC1総会、SC1�Convenor�meeting］

注4）　当センターが派遣した出席者のみ掲載する。角括弧内は担当会議、役割等。

写真1　ISO/TC163/SC1 Convenor meetingにおける
会議の状況

写真2　ISO/TC163/SC1 Plenary meetingでの説明の様子
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（4） WG19（周期加熱法による熱拡散率測定）
　コンビナーの代理として、内海代表委員より、WGの活
動状況及び今後の活動予定が報告されました。 また、
WG19のコンビナー（Mr. Toshio Tomimura［日本］）の任
期が、2020年12月31日までであるため、3年間の任期の
延長について提案があり、その場で全員一致でのコンビ
ナーの任期延長が決議されました。

（5） WG20（極低温度域における試験方法）
　コンビナー（Mr. Cui, Jun［中国］）より、WGの活動報
告として、ISO/CD 23766について、規格開発を進めてい
る旨が説明されました。9月21日にWGを開催し、CD投
票時に各国から提出されたコメント及びWGの議論の内容
を踏まえてDraftを修正し、11月末までにCDの再投票を
行う予定であることが報告されました。

（6） WG21（段階的温度範囲における比熱の試験方法）
　コンビナー（Dr. Haruka Abe［日本］）より、WGの活動
報告として、ISO/WD 24144について、規格開発を進めて
いる旨が説明されました。今後はCD投票に向けてDraft
を作成していく予定であることが報告されました。
③WGの再設置について
・WG15（建物と産業施設のサーモグラフィー）
　WG15については、昨年のソウル会議でも、再開する旨
の提案がありましたが、正式にWGが再開され、ISO6781
シリーズの開発に取り組んでいるとの報告がありました。
なお、ISO/CD6781-1（2016年11月投票実施）に対しては、
日本からは反対の意見を提出しています。
④定期見直し投票結果への対応について
　委員会マネージャーより、ISO 16956、ISO 9972、ISO 
12567-1、ISO 12968、ISO 29803、ISO 29804 及び ISO 
29805のSR投票について報告されました。
⑤ISO/TC61/SC10とのリエゾンに関する報告
　Liaison officerであるMr. Alain Koenen（フランス）及び
Mr. Antony Piggin（カナダ）より、ISO/TC61（プラスチ
ック）/SC10（発泡プラスチック）の活動報告として、継続
して活動中であることが報告されました。
⑥SC1及びSC3のScopeに関する報告
　Prof. Andreas H. Holm及びMr. Antony Pigginより、
SC1 及び SC3 の Scope の変更について説明されました。
Scopeの変更については、昨年のソウル会議でも議論がな
されています注5）。
注5）　建材試験情報2020年1-2月号参照

の説明がされました。
（3） 出席者の確認及び議題の確認
　出席者の確認及び議題の確認がなされ、議題について
は、事前配信されたとおり承認されました。

（4）  倫理と尊敬（Ethics and Respect）に関する指針に
ついて

　TMB（Technical Member Board；技術管理評議会）が
発行し、各TC/SC/WGに確認を要請しているISO CODE 
Ethics and Respect について確認されました。

（5） 議事録の確認
　前回のソウル会議に関する議事録案について確認され、
承認されました。
②WIの確認及び各WGの活動・進捗状況について
　委員会マネージャーより、ISO/TC163/SC1のWI（Work 
Item; 業務項目）についての確認がなされました。現時点
でアクティブなWI（SR投票対応を除く）は別表のとおり
です。
　また、Ms. Anna Rossi（ISO中央事務局）より、TC163
総会にて、今後のISO活動の次の変更点について報告する
旨の説明がありました。
・ 48か月トラックでの規格開発がすでにアクティブなWI

を除き利用できなくなる。
・ ISO Portalに新しいドキュメントのプラットフォームが

導入される。
　昨年の会議以降のWGの活動について、各WGから報告
がなされました。報告概要は次のとおりです。

（1） WG8（含水率及び透湿特性）
　コンビナーの代理として、内海代表委員より、WGの活
動状況及び今後の活動予定が報告されました。開発中の規
格は、順次投票を行っていく旨が報告されました。

（2） WG16（断熱性の現場測定法）
　コンビナーの代理として、内海代表委員より、WGの活
動状況及び今後の活動予定が報告されました。

（3） WG17（窓及びドアの日射熱取得率）
　コンビナー（Mr. Kwang Ho Lee［韓国］）より、WGの
活動報告として、ISO/WD 19467-2について、規格開発を
進めている旨が説明されました。FDIS投票の準備をして
いることと、将来的に3つのアイテム（自然光を利用した
SHGCの屋外測定、ガルニエ光度計を使用したSHGC測定、
積分球検出器を使用したSHGC測定）を提案予定である旨
が報告されました。
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4. まとめ

　今回の国際会議は、新型コロナウイルス感染症（Covid-19）
の影響によって、これまでに例を見ない状況での開催でし
た。例年であれば、この国際会議報告でも開催国の風景や
会場の様子などを掲載し、見ごたえのある内容であったか
と思いますが、今回は、パソコンの画面の写真しかなく、
とても寂しいものとなってしまいました。
　会議自体については、特に問題なく進行されました。オ
ンライン会議ということで、参加者の金銭的・時間的な負
担はかなり軽減されているものと思われます。一方で、今
まで行われてきた会議外の場でのロビー活動や情報交換等
をすることは難しいため、仲間づくりをどのように行うか
が課題になると感じました。
　今後、当センターが受託した野村総合研究所委託「経済
産業省平成31年度省エネルギー等に関する国際標準の獲
得・普及促進事業委託費（省エネルギー等国際標準開発（国
際標準分野））」（断熱材の比熱の測定方法等に関する国際標
準化）で提案した「Test method — Specific heat capacity 
of thermal insulation for buildings in the high tempera-
ture range — DSC method（断熱材の比熱の測定方法）」
の規格開発を進める上では、ロビー活動の方法について、
十分に注意していきたいと考えています。また、これまで
築いてきたTC163／SC1での日本の立場と当センターの
国際標準開発のノウハウを駆使して、日本の役に立つよう
な規格開発を積極的に実施していきます。
　最後に、長引く新型コロナウイルスによる脅威から世界
中が一日も早く抜け出し、これまでのように安心して人と
会えるようになることを心から願うとともに、読者の皆様
のご健康をお祈り申し上げます。

⑦その他
（1） ISO 22162
　昨年のソウル会議で、期限切れに伴う WI の削除及び
WG2の解散が決議されたISO 22162について、Prof. Phal-
guni Mukhopadhyaya（カナダ）をコンビナーとして新た
にWGを設置することになっていた件について、Mr. Ant-
ony Pigginから説明がありました。議長から現在の活動
状況について質問がありましたが、Piggin氏は状況を把握
していなかったため、会議後、Piggin氏がPhalguni氏に
連絡をとって確認することになりました。また、WIまた
はPWIの書類が未提出のため、Piggin氏がPhalguni氏に
提出するように要請することとなりました。

（2） ISO Virtual Meetings
　ISO事務局から発出されている新型コロナウイルス禍で
のオンライン会議の対応については、2020年12月31日ま
で延長注6）されている旨が報告されました。
注6）　2020年9月24日時点

（3） ISO DOCSについて
　Ms. Anna Rossi より、ISO DOCS について活動報告が
され、今後新しいシステムへ移行される旨の説明がありま
した。TC163については、2020年11月3日に新しいシス
テムへ移行がなされるとのことで、新しいシステムのオン
ライントレーニングに参加するように案内されました。

（4） WI 9869-3について
　日本から提案したWI 9869-3について、エキスパート登
録数が 5 か国を満足していないことが報告されました。
Prof. Andreas H. Holmから、WI 9869-3に限らず、規格開
発におけるエキスパート不足の原因としてエキスパートを
出すことへの財政的な問題があげられました。また、Mr. 
Antony Piggin からは、ISO が加盟国に連絡してエキス
パートへの支援を求めることができないかとの発言があり
ました。Ms. Anna Rossiからは、Pメンバーが積極的に参
加していない場合、積極的な参加を促すように呼び掛ける
ことができる旨の説明がなされました。

（5） Covid-19中のオンラインコラボレーションについて
　新型コロナウイルス感染拡大の状況下での作業と将来的
な協力について議論されました。

（6） 来年のSC1会議について
　委員会マネージャーより、来年度のTC163/SC1 国際会
議は、今年度開催予定であったロシア・モスクワにて開催
する予定であることが説明されました。

 a u t h o r

経営企画部�調査研究課�主任

＜従事する業務＞
調査研究業務、標準化業務

泉田裕介
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別表  TC163/SC1で現在扱われているISO規格の一覧 注7）

注7）　2020年10月時点の情報。
注8）　SR（定期見直し）対象の規格は掲載していない。
注9）　�MODは、国際規格との整合の程度を示す記号であり、「国際規格を修正して採用、国際規格との技術的内容及び規格の構成差異が必要最低限で、技術的差異が明確に識別され、�

かつ、説明されている」状態を示す。
※日本がコンビナーを担当するWG

担当 規格番号 名称

SC1注8）

ISO/AWI12569 Thermal�performance�of�buildings�and�materials�—�Determination�of�specific�airflow�rate�in�buildings�—�Tracer�gas�
dilution�method

ISO/WD12623 Thermal�insulating�products�for�building�equipment�and�industrial�installations�—�Determination�of�short-term�water�
absorption�by�partial�immersion�of�preformed�pipe�insulation

ISO/WD12624 Thermal�insulating�products�for�building�equipment�and�industrial�installations�—�Determination�of�trace�quantities�of�
water�soluble�chloride,�fluoride,�silicate,�sodium�ions�and�pH

ISO/WD12628 Thermal�insulating�products�for�building�equipment�and�industrial�installations�—�Determination�of�dimensions,�
squareness�and�linearity�of�preformed�pipe�insulation

ISO/WD12629 Thermal�insulating�products�for�building�equipment�and�industrial�installations�—�Determination�of�water�vapour�
transmission�properties�of�preformed�pipe�insulation

ISO/WD18096 Thermal�insulating�products�for�building�equipment�and�industrial�installations�—�Determination�of�maximum�service�
temperature�for�preformed�pipe�insulation

ISO/WD18097 Thermal�insulating�products�for�building�equipment�and�industrial�installations�—�Determination�of�maximum�service�
temperature

ISO/WD18098 Thermal�insulating�products�for�building�equipment�and�industrial�installations�—�Determination�of�the�apparent�
density�of�preformed�pipe�insulation

ISO/WD18099 Thermal�insulating�products�for�building�equipment�and�industrial�installations�—�Determination�of�the�coefficient�of�
thermal�expansion

ISO/AWI18393-1 Thermal�insulation�products�—�Determination�of�ageing�by�settlement�—�Part�1:�Blown�loose-fill�insulation�for�
ventilated�attics,�humidity�and�temperature�cycling

ISO/PWI18393-2 Thermal�insulation�products�—�Determination�of�ageing�by�settlement�—�Part�2:�Blown�loose�fill�and�injected�
insulation�for�cavity�walls�and�timber�and�steel�framed�walls,�simulating�vibration

ISO/PWI18393-3 Thermal�insulation�products�—�Determination�of�ageing�by�settlement�—�Part�3:�Determination�of�settlement�for�
blown�or�injected�loose�fill�insulation�for�closed�cavities,�simulating�humidity�and�temperature�cycling

ISO/PWI18393-4 Thermal�insulation�products�—�Determination�of�ageing�by�settlement�—�Part�4:�Blown�loose-fill�insulation�for�
ventilated�attics,�vibration

ISO/AWI29465 Thermal�insulating�products�for�building�applications�—�Determination�of�length�and�width
ISO/AWI29466 Thermal�insulating�products�for�building�applications�—�Determination�of�thickness
ISO/AWI29468 Thermal�insulating�products�for�building�applications�—�Determination�of�flatness
ISO/AWI29469 Thermal�insulating�products�for�building�applications�—�Determination�of�compression�behaviour
ISO/AWI29766 Thermal�insulating�products�for�building�applications�—�Determination�of�tensile�strength�parallel�to�faces
ISO/AWI29768 Thermal�insulating�products�for�building�applications�—�Determination�of�linear�dimensions�of�test�specimens

ISO/AWI29770 Thermal�insulating�products�for�building�applications�—�Determination�of�thickness�for�floating-floor�insulating�
products

WG8※

ISO/DIS�12571 Hygrothermal�performance�of�building�materials�and�products�--�Determination�of�hygroscopic�sorption�properties（対
応�JIS：JIS�A1475�[MOD]）注9）

ISO/CD�23327 Hygrothermal�performance�of�building�materials�and�products�--�Determination�of�moisture�sorption/desorption�
properties�in�response�to�temperature�variation

ISO�24353（Amd1) Hygrothermal�performance�of�building�materials�and�products�--�Determination�of�moisture�adsorption/desorption�
properties�in�response�to�humidity�variation（対応�JIS：JIS�A1470-1�[MOD]）注9）

WG15 ISO�/DIS6781-1 Performance�of�buildings�--�Detection�of�heat,�air�and�moisture�irregularities�in�buildings�by�infrared�methods�--�Part�1:

WG16※
ISO�9869-2/AWI�Amd1 Thermal�insulation�--�Building�elements�--�In-situ�measurement�of�thermal�resistance�and�thermal�transmittance�--�Part�

2:�Infrared�method�for�frame�structure�dwelling

ISO/NP�9869-3 Thermal�insulation�--�Building�elements�--�In-situ�measurement�of�thermal�resistance�and�thermal�transmittance�--�Part�
3:�Probe�insertion�method�

WG17 ISO/DIS19467-2 Thermal�performance�of�windows�and�doors�--�Determination�of�solar�heat�gain�coefficient�using�solar�simulator�
--�Part�2:�Centre�of�glazing,�normal�and�off�incidence

WG19※ ISO/DIS�21901 Thermal�insulation�—Test�method�for�thermal�diffusivity�—Periodic�heat�method

WG20 ISO/CD�23766 Thermal�insulating�products�for�industrial�installations�—�Determination�of�the�coefficient�of�thermal�expansion�at�sub-
ambient�temperatures

WG21※ ISO/WD�24144 Thermal�insulation�--�Test�method�for�Specific�heat�capacity�of�thermal�insulation�for�buildings�in�the�high�temperature�
range�--�DSC�method
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　前号の戸建住宅用出入口建具に引き続いて、今回は「集
合住宅用玄関戸」の変遷について述べる。ここで扱う時代
範囲は、概ね1955年頃から2000年頃までである。
1） 公団住宅での採用
　高度経済成長期の1955（S30）年頃には、都市への人口
流入が進んで住宅が極端に不足していたことから、中産階
級に良質な住宅を供給する目的で「日本住宅公団」が設立
された。それ以降、住宅の大量供給を背景に様々な建築部
品の工業生産化が進められた。玄関ドアについても、均
質・安価で大量生産が可能、更に当時の建築基準法に適合
する防火戸の開発が、スチールサッシ及び車輌のメーカー
に要請された。これが集合住宅用の片面プレス戸が登場す
る契機となった。
　また錠とサッシについては、S30年代前半にシリンダー
錠が導入され、1956（S31）年には我が国で初めてレディー
メードのスチールサッシが発売され、日本住宅公団のア
パート等で採用された。
　1958（S33）年には、近畿車輛が電車のドア製作に用いる
プレス技術を応用して作った建築用プレスドアを、住宅公
団に納入した。また近畿車輛の他に輸送機工業も、S30年
代後半からプレスドアの製作を開始した。公共住宅用規格
部品（KJ部品）の認定制度はまだ無かったが、プレスドア
は公団住宅の仕様書に載ったことから、集合住宅用玄関戸
として普及した。なお、最初の製品の仕上げは現場ペンキ
塗装であった。
　1959（S34）年には「公共住宅用規格協議会」（KJ協議会）
が結成され、1960（S35）年には「KJ部品制度」が発足し、
公団住宅用部品の認定が行われるようになった。当初、ド
ア製品では鋼製片面フラッシュドアと両面フラッシュドア
が認定された。しかし規格の改善は思うようには進まず、
いろいろ苦労があったようである。

変遷各種建築部品・
 構法の

東京理科大学 名誉教授 真鍋恒博

連載

vol.14

「わが国における
集合住宅用玄関戸の変遷」

　1970（S45）年に設備ユニットの研究開発が公募され、
キッチンユニット等の試作も実用化された。その後は対象
部品の多様化も進み、優良住宅部品（BL部品）が本格的に
普及するに至った。
　1963（S38）年頃に ｢ばた曲げ機｣（自動プレス機）が導入
されると、片面フラッシュ戸の框と面部分の一体成形が可
能になり、生産性が向上した。これも公団住宅の仕様書に
掲載され、集合住宅の玄関戸として需要が伸びた。S40年
代の公共住宅用レディーメードスチールドアには、網入り
ガラス入りの覗き窓と郵便新聞受けが付いており、覗き窓
の内側に小さなカーテンレール用金具や牛乳受けが付いた
ものもあった。
2） マンションの登場と普及
　1955（S30）年頃から、民間分譲マンションが登場した。
その後、オリンピック景気と重なる1963（S38）年～1964

（S39）年の ｢第一次マンションブーム｣、「いざなぎ景気」の
時期と重なる1968（S43）年～1969（S44）年の ｢第二次マン
ションブーム｣ 等と呼ばれるようになり、マンションが大
量に供給されるようになった。この頃すでに、両面フラッ
シュ戸の断熱性･遮音性の向上のために、扉内部のグラス
ウール充填が一般的になっていた。その一方で、1970

（S45）年に発売された片面フラッシュ戸の集合住宅用玄関
戸が、遮音･断熱の性能不足のため製造中止となった例も
あったようであり、当時はまだ性能が十分ではなかったこ
とがわかる。
　しかし1970（S45）年以前に鐵矢工業から発売されてい
た集合住宅用玄関戸『Af型ドア』は、中心吊りピボットヒ
ンジによる指挟み防止機構やセミエアタイト機構を有して
いるなど、単に開口部を塞ぐだけではない付加価値が意識
されたと推測される。ただし仕上げについては、まだペン

図14-1　コスモ近畿･KDシリーズ　1970（S45）年
両面フラッシュ構造、2枚の鋼板の熔接、グラスウール充填、
防音･断熱ドアにも利用可、プレスで強度向上、各種付属品も。
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各種建築部品・構法の変遷

キ現場塗装の時代であった。しかし1970（S45）年にコス
モ近畿から両面フラッシュ構造、防錆焼付塗装、グラス
ウール充填の『KDシリーズ』製品が発売されるなど、高
性能の製品の時代になって行った（図14-1）。
　なお、1971（S46）年の建築基準法改正に伴って、集合住
宅の玄関ドアには自閉装置（ドアクローザ）の取付けが必
須となり、同年にドアクローザもKJ部品認定の対象とさ
れた。
　スチールドアのトップメーカーであった輸送機工業が
1971年に開発した玄関用スチールドア（図14-2）は、KJ
部品の認定を受け、全国の都道府県をはじめ、公営住宅や
民間マンションの玄関用として普及した。隅にアールを付
けずに直線の美しさを生かしたデザインは、プレスドアの
イメージを一新したと言われる。同社はハニカム構造の製
品（『ラッキードア』、甲種･乙種防火戸認定）の業界唯一
の専門メーカーであり、市街地住宅用の防音ドアなども製
作していた。
3） 化粧鋼板を使用した製品の登場
　住宅は量の供給から多様化の時代に入り始め、従来の画
一的な製品から、個性重視の傾向に合わせてデザインや材
質は多様化し、新しい機能を持つ製品が模索されるように
なった。また1973（S48）年のオイルショックでは住宅生
産が減少し、それに対応してコストやデザインにおいて新
たなドア製品が必要とされた。こうした背景の下に登場し
たのが、化粧鋼板製のスチールドアであった。
　鋼板メーカーが既に持っていた鋼板技術がドアや戸に活
かされるようになり、東洋鋼鈑など自社でスチールドアを
開発したメーカーもあった。そのバリエーションには集合
住宅用玄関ドアも含まれ、これらが従来の防火戸のイメー
ジを破る製品の始まりと考えられる。こうした多くの製品
が、類似シリーズとして集合住宅用･ビル用･ホテル用な
どのバリエーションを展開した甲種防火戸であった。

　具体例として、東洋鋼鈑の『ビニトップ』（図14-3）（亜
鉛処理鋼板の表面に塩化ビニル層をプラスチゾル塗装法で
接着した複合材）、新日本製鐵の『エリオ鋼板』（電気亜鉛
メッキ鋼板に、フローコーター式の薄膜塗装を施した上に
模様を直接印刷したもの）などがある。
　なお、塩化ビニル系の仕上げ塗装化粧鋼板が戸に使用さ
れるようになったのは1968（S43）年頃で、それまでは屋
根や家電製品に用いられていたようである。
4） 化粧鋼鈑製ドアの普及
　1985（S60）年頃に化粧鋼板ドアが主流になると、他のスチー
ル建材メーカー（三和シヤッター工業、文化シヤッター工業）も
この分野に参入した。その一方で、焼付け塗装による鋼鈑ドア

（例：図 14-4）は減少傾向であった。
　焼付け塗装は、部分的な傷の修復や個々に異なる色の再現
なども可能であるため、1枚単位でのドアの修復･取替えには適
していた。しかし化粧鋼鈑ドアは、鋼鈑メーカーに製品シリーズ
ごとの色柄を数十枚単位で発注するため、部分的な補修など
の用途には向かないという問題があった。そのため焼付け塗装
は減少傾向にあった。
　この頃に登場したと思われる製品の例として、ビル用スチール

図14-2　KJ型玄関用スチールドア　1971（S46）年
公共住宅用規格部品（KJ部品）指定を受けた全国の公営住宅や
民間マンションの玄関用。隅のアールを除去して直線の美しさ
を生かしたデザインはプレスドアのメージを一新したとされる。

図14-3　ビニトップ甲種防火ドア
ドア両面の化粧板にビニトップを使用。塩化ビニル層をプラス
チゾル塗装法で強力に接着。ドア内部のガラス繊維充填で断熱
と遮音に優れる。1981（S56）年
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ドア『ビニトップ甲種防火ドア』（1983・S58年、東洋鋼鈑）がある。
この製品はフラッシュ戸の両面にビニトップを使用し、グラスウール

（当時は「ガラス繊維」と呼んでいた） を充填した、断熱性･遮
音性のある甲種防火戸であった。性能項目で特に強調されて
いたのは遮音性であり、当時、騒音について関心が高かったこ
とが推測される。
　グラスウールの他に、コア材を接着で組立てた構造の軽量の
防火戸もあった。デザインも多種類が揃えられ、プレスデザイン
で戸建住宅用玄関戸のような外観を実現した製品、木目柄や
花柄の製品、カラーバリエーション８色を揃えた製品などもあっ
た。
5）｢耐震ドア｣の登場
　1978（S53）年6月に発生した「宮城県沖地震」では、様々
な被害があった（筆者も現地調査に行った）が、その被害の一
例として、RC造集合住宅（サニーハイツ高砂、仙台）の玄関ド
アが開閉不能になった。これを契機に、近畿工業、三井軽金
属加工（旧･三機工業）、三和シヤッター工業などのドアメーカー
各社が、耐震性能を持つドアの開発に着手した。
　最初に採用された耐震ドアは、長谷川工務店施工の京都の
マンション（1981・S56年）と言われているが、これは公団住宅で
も採用され、最初の採用例は葛西ニュータウンであった。この
地震を機に、1981（S56）年頃から耐震ドアは多くのメーカーか
ら一斉に発売されたが、防犯性との両立が課題となっていた。
　1988（S63）年には、｢JIS A 4702 ドアセット｣で、耐震ドアセッ
トの具備すべき性能として ｢面内変形追随性｣ が明記され、
｢JIS A 1521 片開きドアセットの面内変形追随性試験方法｣ が
定められた。これを機に各社はこの試験に耐え得る設計を採用
するようになり、それまでに開発されていた ｢耐震ドア｣ 製品に
ついては淘汰が進んだ。面内変形追随性の試験方法のJIS制
定によって、各社の製品はこれを満足する構造になり、開発の
重点は耐震金具になった。その結果、反り止め、クリアランス
確保、耐震ストライク等の採用が定着した。

6）新たな機能の付加
　時代は遡るが、1980（S55）年に省エネルギー基準が制定
された。また当時は都市生活の騒音公害がクローズアップ
されていた。こうしたことを背景に、軽量ドアでも重量ド
ア並みの防音･断熱性能を持つ製品が登場した。充填材も
グラスウール等の充填だけでなく、ペーパーハニカムでグ
ラスウールを挟み込んだ遮音材を用いた製品なども登場し
た。それ以前の防音ドアは、中に鉛を入れる等によって戸
の厚みと重量を増す方法で対応していたが、軽量化と防音
性の両立が可能となって性能向上が実現した。
　バブル景気（1986・S61年12月～1991・H03年2月）が到
来すると、全国的な地価や建築費の高騰で住宅購入が困難
になった面もあるが、1990 （H02） 年頃には「市場の成熟
化」と言った記述も見られたように、既に製品の多様化･
個性化は当然のことと認識されるようになっていた。
　これに先立って1980年代後半には、ポスト付き軽量ド
アの甲種防火戸、給気口、覗き窓に超広角レンズ付きテレ
ビカメラ内蔵（上下60度･左右90度の視野で訪問者を見な
がらの通話が可能な防犯機能、来訪者が録音を残せる機
能）や、都心の高級マンション用の鋼製重量ドアのシリー
ズ化等があるなど、まさにバブル時代を彷彿とさせる様々
な性能向上が見られた（図14-5）。その時代でもスチール
製のマンション用ドアはまだまだ採用されていたが、軽量
ドアが標準的な仕様であった。

7）デザインとカラーの充実、木質系製品の登場
　1980年代後半頃には、一つのマンション物件でも各住戸で
玄関戸のデザインが異なる、と言った事例が登場するなど、デ
ザインのバリエーションが可能となっていたが、それに留まらず、
寧ろ不可欠な設備になっていた。メーカー側はそれに対応して、
デザイン･カラーを多数揃えたり組み合わせたりすることで、何
通りものデザインが実現可能な仕様が一般的になった。1989

図14-4　焼付け塗装の『きんきスチールドアシリーズ』
焼付け塗装の鋼鈑ドアは減少傾向であったが、部分補修や色の
再現が可能であり、１枚からでも修復･取替えが可能。

図14-5　玄関ドア『未来』（東和商工）1989（H01）年
来訪者に対して部屋番号と表札を表示する、伝言録音機能で
外出時の来客に音声で対応する、気圧変化から8時間後の天気
を予測する、などの機能もあった。
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各種建築部品・構法の変遷

（H01）年には、CGを利用して客のイメージに合わせて意匠を
提案し、コンピューターで玄関戸を製作するパーソナルデザイン
システムも登場した。
　1991（H03）年に三和シヤッター工業から、木の欠点（燃える
･腐る･狂う）の解消のため木の外観・質感を「木以外」の素材
で再現した、木製ドアの質感と高級感を持つセラミック系木調防
火ドア『セラミドール』が発売された。1,000℃の高温に耐え、防
火戸認定試験･遮音性能試験30等級に合格し、スチール系
防火戸や木質系防火戸では難しいドア表面の立体加工が可能。
これらは高級志向のマンションやホテルをターゲットに開発された
受注生産の製品であった（図14-6）。
8）バリアフリー仕様、上吊り引戸
　年代は遡るが、1980（S55）年頃には室内用の上吊り引戸
が多数登場し、同じ構造の集合住宅用玄関引戸も発売され
ていた（図14-7・左）。その後1995（H07）年に「長寿社会

対応住宅設計指針」が発表されたが、それに先んじて1994
（H06）年に有効開口寸法を確保しやすい２連引戸の製品も
発売されている（同図･右：近畿工業『スライドエース』と
推測されるが確証なし）。
　しかし実情としては、健常者と身障者が混在して居住す
る民間の共同アパート等では、入居希望者の人数などの予
測が難しいため計画が立て難いのが実情であった。そのた
め主たる用途は高齢者が入居する施設に限られていたよう
だとの見解もある。
　その後の例として、ビル･マンション用の耐震ドア『フ
レキード』（三和シヤッター工業、1996・H08年頃）が開発
されている。 
　この製品は、枠に側圧がかかった場合には錠の耐震スト
ライクが変形することによってラッチボルトの食い込みを
防ぎ、揺れが収まると隙間が自然復帰する、スプリング式
の二重枠構造であった（図14-8）。
9）防犯性の向上
　2000年代以降になると、特に防犯性が重視されるよう
になった。2000（H12）年頃には、ピッキングの対策とし
てディンプル錠（キーの表面に深さや大きさの異なる凹み
を付けたもの）を標準装備した製品が登場した。
　また建物への侵入犯罪の防止を図るために、警察庁や国
土交通省などの省庁と民間企業団体が設置した組織（「官
民合同会議」、正式名称：「防犯性能の高い建物部品の開
発・普及に関する官民合同会議」）が2002（H14）年に設置
されるなど、防犯に対する関心は高まっていた。
　上記会議の後には ｢防犯建物部品｣ の認定も始まり、２
ロック、鎌錠、着脱式サムターン、ボタンを押さないと回
らないサムターン等、戸建住宅用玄関ドアと同様の仕様が

図14-6　両開き『セラミドール』タイプ１
三和シヤッター工業（1991・H03年頃）。天然木張りで、木質系防火
戸で初めて甲･乙種防火戸認定。天然木材張りと塗装仕上がある。

図14-7　上吊り引戸構造を用いた集合住宅用玄関引戸
左：１枚戸タイプ、右：２枚引き戸タイプ

図 14-8　ビル･マンション用耐震ドア『フレキード』
側圧による変形を許容してラッチとデッドボルトの食い込みを
防ぎ、隙間が自然に復帰する機構（三和シヤッター工業、1996年）。
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集合住宅にも採用されるようになった（図14-9）。
　ちなみに、この時代のドア金物の状況としては、ダブル
ロックであっても二つの錠が同一のキーであったこと、二
つ目の錠は言わば単なる時間稼ぎ（５分間程度）が目的で
あったこと、またサムターンも含めて特別な強度の金属で
はなく通常の金物であることが多かったこと、などがあっ
たようであり、規制や法規とコストの関係で、自ずとそう
した仕様が定まってしまうのが当時の状況であったようで
ある。
10）製品の高付加価値化
　2000（H12）年頃からは、更に付加価値を高めた新製品を模
索する動きが見られた。コスモ近畿『プロスタ』は採光を考慮し
た製品であったが、建築基準法改正で認定に手間がかかるよ
うになったため、販売中止になった。
　また同社から2002（H14）年に発売された『エアート』は、部
屋の片側だけにしか窓が無いワンルームマンション向けの、通
風可能なタイプである。遮音性能や断熱性能は求めないが、
スライド式換気機能があり、サーモスタッﾄが熱を感知して、火
災などの場合に自動的に閉まるものであった。女性向けアパート
用として、赤や青などのカラーバリエーションを持つ製品も発売
された。
　大きな動きとしては、電気錠の採用もある。当初は間違って

下階の錠が開いてしまうなどのトラブルもあったようだが、その後
の性能向上もあって、高い普及率になったと思われる。
11）企業の動向：改革と撤退
　建材業界は企業の統廃合の影響を大きく受けるが、集合
住宅用玄関戸については、建材メーカーだけでなく鋼鈑
メーカーの参入や企業の統廃合の影響も少なくない。その
後の動向としては、マンションのドアにもバリエーション
や頻繁なモデルチェンジなど、販売力が強く求められるよ
うになったため、従来製品には撤退する例が目立ったよう
である。
　1987（S62）年には、トステム、不二サッシ、三協立山ア
ルミ（当時は三協アルミニウム工業、立山アルミニウム工
業）、新日軽と共同出資のコスモ工業（後にコスモ近畿、
さらに合併･社名変更あり）などのアルミメーカーが誕生
していたが、OEM（他社ブランド製品の製造）によって鋼
製戸を販売していた。鋼製戸の先駆者であった輸送機工業
は、2004（H16）年に富士重工に吸収合併され、集合住宅
用玄関戸は不採算部門として廃止、東洋鋼鈑も2005（H17）
年に撤退している。
　集合住宅用玄関戸は、戸建住宅用とは異なる位置付けの
製品であった。性能やデザインに対する要求は生じにく
く、むしろビル建材に近い性格でもあったが、1980年代
以降、特に2000年代以降は、民間分譲住宅の増加で販売
力がより問われるようになった結果、営業努力の必要が無
いタイプの事業の延長としてでは企業として成立するのは
困難になったと言う見方もあろう。

◇　◇　◇　◇

　この変遷の記録は1985～2000年頃の研究室メンバーが
収集･整理した資料をもとにしたものである。こうした記
録が何らかの役に立てば幸いであるが、今となっては疑問
のある箇所の再検索は困難であり、また企業名なども変動
が激しいこともあって必ずしも正確とは言えない点など、
不備な箇所についてはご容赦いただきたい。

専門分野：建築構法計画、建築部品 ･ 構法
の変遷史
著書：「可動建築論」（井上書院）、｢図説 ･
近代から現代の金属製建築部品の変遷 - 第 1
巻 ･ 開口部関連部品｣（建築技術）、｢図解 ･
建築構法計画講義｣（彰国社）、｢建築ディテー
ル『基本のき

●

』｣（彰国社）、「マナベの『標語』
100」（彰国社）ほか。

真鍋恒博

p r o f i l e

東京理科大学 名誉教授

図14-9 　三協アルミニウム工業･玄関ドア『ADドア』
初の集合住宅用スチールドアであり、着脱式サムターンや
鎌錠、デジタル装置など、防犯性を重視した製品である。
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2020年度 JTCCMセミナー（性能評価の最新の動向）をウェビナーで開催！
［性能評価本部・経営企画部］

　性能評価本部では、2021年2月中旬～3月中旬に「性能評価の最新の動向」と題したセミナーを実施いたします。性能評価
申請受付方法の変更や、防耐火等の性能評価についてのトピックなど性能評価業務に関するプログラムを予定しています。
　本年度はコロナウイルス感染予防のため、Webでの開催（ウェビナー）とさせていただきます。詳しくは当センターHPよ
りご確認ください。

N E W S

2020年度 業務発表会を開催しました！
［経営企画部］

　去る2020年11月19日（木）に2020年度業務発表会を開催しました。この発表会は当センター業務の活性化を図り、研究
報告や各事業所の業務に関する理解等、業務連携の促進に寄与することを目的としています。今年度は初のオンライン開催
となりましたが各事業からの研究報告や、業務改善等の報告が行われ、活発な質疑応答がなされるなど有意義な発表となり
ました。なお、研究報告および下記テーマの概要は7・8月号で報告します。

聴講の様子 発表の様子

総合試験ユニット 性能評価本部
TEL：048-935-9001　FAX：048-931-8324　Mail：seinou@jtccm.or.jp

【お問い合わせ先】

総合試験ユニット 中央試験所 業務管理担当 野中麻衣
テーマ：中央試験所における試験管理システムを活⽤した業務効率化の取り組み

最優秀発表賞

URL：https://www.jtccm.or.jp/biz/seino/tabid/710/Default.aspx
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１．�はじめに

　防火材料に関する性能評価で行う
試験について、前回に続き紹介いた
します。

２．�発熱性試験

2-1　発熱性試験の概要
　発熱性試験は、ほぼ全ての防火材
料の評価で実施しています。発熱性
試験装置を写真1に、概要図を図1
に示します。一定の排気ガス流量の
下、試験体表面に電気ヒーターで50 
kW/m2 の輻射熱を与えた状態で電
気スパークを発生させます。燃焼が
生じると酸素が消費され、酸素濃度
が下がります。酸素濃度や排気ダク
ト内の温度、差圧等を測定すること
で、発熱速度が算出されます。総発
熱量は、単位面積当たりの発熱速度

を時間で台形積分することで算出し
ます。
　不燃材料、準不燃材料、難燃材料
で実施する試験内容は同一ですが、
加熱時間が異なり、不燃材料は 20
分間、準不燃材料は10分間、難燃
材料は5分間です。当機関誌前号の
設備紹介記事もご参照ください。
2-2　発熱性試験の試験体
　発熱性試験に用いる試験体は、縦
横99±1mmの正方形です。厚さは、
製品厚で50mmが試験の上限となり
ます。せっこうボード等の基材と一
体化される製品の場合は、基材とセ
ットとします。試験体はアルミニウ
ムはくで包み、 加熱面側中央部
94mm角を露出した状態で試験体ホ
ルダーに設置し、加熱します。
2-3　発熱性試験の判定基準
　3体試験を行い、それぞれが次の

基準を全て満足する必要があります。
① 総発熱量が8MJ/m2 以下である

こと。
② 加熱終了後に、防火上有害な裏

面まで貫通する亀裂及び穴がな
いこと。

③ 発熱速度が 10 秒以上継続して
200kW/m2を超えないこと。

３．�ガス有害性試験

3-1　ガス有害性試験の概要
　ガス有害性試験装置を写真2に、
概要図を図2に示します。加熱炉に
試験体、被検箱内に8匹のマウスを
設置して、最初の3分間はプロパン
ガスを火源とし、次の 3 分間は 1.5 
kWのヒーターを追加して試験体を
加熱します。試験開始から6分間で
加熱は終了、その後、加熱炉への空
気の供給と被検箱からの排気を遮断

基 講 礎 座 防 耐 火 の 重 要 性 vol.9

建築基準法に基づく
防火材料の性能評価試験②

写真1　発熱性試験装置 図1　発熱性試験装置の概要図
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総合試験ユニット 
中央試験所
防耐火グループ 主査

〈従事する業務〉
発熱性試験等防火材料
関連試験、及び飛び火
試験

舟木理香

a u t h o r

し、加熱開始から15分を経過する
までマウスの行動を記録します。
3-2　ガス有害性試験の試験体
　ガス有害性試験の試験体は縦横
220±10mmの正方形で、火源に暴
露されるのは180mm角です。発熱
性試験と同様に、厚さは、製品厚で
50mmが試験の上限で、基材と一体
化される製品の場合は基材とセット
とします。
3-3　ガス有害性試験の判定基準
　2体の試験を行い、2体ともに次
の基準値を満たす必要があります。

①�マウス8匹の平均行動停止時間
が6.8分以上であること。

４．模型箱試験

4-1　模型箱試験の概要
　模型箱試験の試験室を図3に示し

ます。3つの長方形の壁、床及び天
井からなる燃焼室の内側に試験体を
取り付け、扉開口がある壁面と対峙
する室の隅に火源となるバーナーを
設置し、バーナーの2つの側面を試
験体の壁面に接触させます。40kW
の加熱を10分間行い、酸素、一酸
化炭素、二酸化炭素の濃度と排気ダ
クト内のガス温度、差圧等を測定
し、発熱速度を算出します。また、
総発熱量は、発熱速度を時間で台形
積分することで算出します。
4-2　模型箱試験の試験体
　模型箱試験の試験体の形状は箱型
状で、組立てたパネルを燃焼室の中
に挿入したときのパネル全体の大き
さは、 内寸で幅 840mm ×長さ
1680mm×高さ840mmです。

4-3　模型箱試験の判定基準
　2体実施し、2体ともに次の3項目
の基準を満たす必要があります。

①�加熱開始後10分間の総発熱量
が30MJを超えないこと（火源
からの寄与分が20MJなので、
総発熱量としては50MJを超え
ないこと）。

②�加熱開始後10分間、防火上有
害な裏面まで貫通する亀裂及
び穴がないこと。

③�加熱開始後10分間、発熱速度
が、10秒以上継続して140kW
を超えないこと。

５．おわりに

　2回にわたり、防火材料の性能評
価試験について紹介しました。詳細
につきましては、業務方法書をご参
照いただければ幸いです。なお、現
在、当センターには模型箱試験装置
はありませんが、将来的には整備す
る予定です。また、大臣認定取得に
関するご相談は、性能評価本部まで
お気軽にお問い合わせください。

参考文献

1）防耐火性能試験・評価業務方法書，一般
財団法人建材試験センター，

　 https://www.jtccm.or.jp/Portals/0/re-
sources/library/jtccm/seino/siryo/
houhousho/boutaika.pdf

2）設計施工・技術開発・品質管理に携わる
技術者のための建築材料・部材の試験
評価技術，一般財団法人建材試験セン
ター，2014

写真2　ガス有害性試験装置

図2　ガス有害性試験装置の概要図

図3　模型箱試験装置の試験室
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JISマーク表示制度に基づく製品認証登録
製品認証本部では、以下のとおり、JISマーク表示制度に基づく製品を認証しました。

認証登録番号 認証契約日 JIS 番号 JIS 名称 工場または事業場名称 住所

TC0320005 2020/10/5 JIS H 8641 溶融亜鉛めっき 株式会社鉄被膜工業所 神奈川県横浜市金沢区福浦 2 丁目10-6

TC0820001 2020/10/5 JIS A 5914 建材畳床 株式会社竹田コーポレーション 
諸富工場

佐賀県佐賀市諸富町大字
徳富 70 番地 1

JISマーク認証組織

JISマーク製品認証の検索はこちら　https://www.jtccm.or.jp/biz/ninsho/search/tabid/341/Default.aspx

フレッシュコンクリート試験
解説動画販売開始！（普通・高流動）

［解説動画内容］
• 試料採取
• スランプ・スランプフロー
• 空気量
• 供試体作製 など

社員教育や
学校教育に

活用頂けます

経営企画部 経営戦略課
TEL：03-3527-2131

【お問い合わせ先】

建材試験センター　動画販売

お申込みはこちら
ダイジェスト版を

無料公開中 ！
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建材試験情報編集委員会 建材試験情報  1・ 2月号

　新年あけましておめでとうございます。2020 年 4
月から編集委員長を仰せつかり、まだ 1 年経過して
いませんが、一度の休刊を挟みつつ、無事に本誌を
発行できていることは、ひとえに編集委員はじめ、
関係各位のご厚意・ご尽力のおかげであり、厚く感
謝申し上げます。
　思えば激動の 2020 年が明け、心も新たにとなれ
ばよいのでしょうが、昨今の社会状況からそうも言
っていられず、まだまだ不安だらけで新年を迎えた
方が多いと存じます。昨年は、授業であれ会議であ
れ、毎日のようにヘッドセットをしながら PC とに
らめっこでは、正常な精神を保てというのが酷でし
ょう。本誌の編集委員会自体も、私が編集委員長に
就任して以来すべてオンラインの会議で、編集委員
の皆様と直に顔を合わせられず、何よりお酒を酌み
交わすこともできていないことが心残りの年でし
た。
　さて、本号では東洋大学の香取先生から貴重な原
稿をご寄稿いただき、読者の皆様も大学教員の悪戦
苦闘ぶりを感じていただくことができたのではない
でしょうか。私も香取先生ほどではありませんが、
オンライン授業にあたっては「あーでもない・こー
でもない」と、日々改善に努めたつもりではありま
すが、改善目的である学生からのフィードバック（学

生の顔色をうかがいながら）を得にくい状況が何よ
り堪えました。一方で、改めて授業の内容や教授方
法について、再認識する機会になった点はよかった
と思っていますが、何しろ圧倒的に時間が不足した
なかですから、対処療法的な取り組みしかできなか
ったと反省しています。
　これからは DX（デジタルトランスフォーメーシ
ョン）の時代だそうで、さまざまな組織が環境の激
しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用し
て、これまでのモデルから変革していく必要がある
そうです。災い転じて福となすではありませんが、
コロナ禍によって急速に情報化・デジタル化が進ん
だ面もあるのではないでしょうか。1 年前に新年を
迎えた際に、現在のような生活をするなどと露ほど
も考えていなかったのに、あっという間に実行して
しまう、人々の柔軟性や対応力はすごいと感心もし
ます。
　とはいえ、やまない雨はないのとのたとえ通り、
コロナ禍も次第に収まることを期待し、早く従来の
日常生活（気軽に旅行や飲食に行ける）を取り戻し
たいものです。そのような中ではありますが、本誌
がより充実したものとするよう努めますので、忌憚
ない意見をお寄せいただければ幸いです。
� （小山）
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4月以降、認証に関するご相談などはISO審査本部をご利用下
さるようお願いいたします。
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